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第1章 序論 
 
 
 

1.1  研究の背景 

1.1.1 発電用原子炉施設の概要 

原子力発電は，核分裂反応によって生じた熱エネルギーを使い蒸気を発生させ，この蒸気

によってタービンを回し，発電機が回転することによって電気を生み出す。我が国における

発電用原子炉施設（以下，原子炉施設という）は，この蒸気を発生させるしくみの違いから

沸騰水型（Boiling Water Reactor; 以下，BWRという）原子力発電所及び加圧水型（Pressurized 

Water Reactor; 以下，PWR という）原子力発電所の 2 種類に分類され，それぞれに安全性・

信頼性・運転性を高めた改良型沸騰水型原子炉（Advanced Boiling Water Reactor; 以下，ABWR

という），改良型加圧水型原子炉（Advanced Pressurized Water Reactor; 以下，APWR という）

が存在する。 

このうち，ABWR は，東京電力ホールディングス（以下，東京電力 HDという）の柏崎刈

羽原子力発電所 6・7号機に世界で初めて採用され，その後，他電力においても設置・建設が

行われるようになった。Fig. 1-1 に柏崎刈羽原子力発電所の位置，Fig. 1-2 に同発電所の外観

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 1-1 Location of Kashiwazaki-Kariwa nuclear power plant site1-1) 
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Fig. 1-2 Picture of the Kashiwazaki-Kariwa nuclear power plant site1-2) 

柏崎刈羽原子力発電所 6・7号機は，原子炉建屋，タービン建屋，コントロール建屋，廃棄

物処理建屋，サービス建屋等の建屋で構成され，それぞれ後述する耐震重要度分類に応じて

クラス分けが行われる。このうち，原子力発電所の中で最も重要な建屋は原子炉建屋であり，

原子炉建屋の中心には，鉄筋コンクリート（Reinforced Concrete; 以下，RCという）製格納容

器（Reinforced Concrete Containment Vessel; 以下，RCCVという），その内部に原子炉圧力容器

が配置されている。Fig. 1-3に 7号機原子炉建屋及びタービン建屋の断面図を示す。 

原子炉建屋の主要な構造体は RC造の耐震壁であり，その厚さは地下部で 2m 程度，基礎版

で厚さが 5～6m 程度である。内部には燃料の取り出し等に用いる天井クレーンがクレーン階

（Crane Floor; 以下，CFという）に設置されており，4階（4th Floor; 以下，4Fという）のオ

ペレーションフロアと合わせ，上階には大きな空間が広がる。この大空間にはクレーンと天

井の屋根を支えるための鉄骨鉄筋コンクリート（Steel Reinforced Concrete; 以下，SRCという）

造の柱があり，屋根は大きな鉄骨トラス構造となっている。 

Fig. 1-3に示す 7号機原子炉建屋は，およそ半分程度が地盤に埋まっており，工学的基盤と

呼ばれるせん断波速度 Vs = 700 m/s を超える硬い岩盤によって支持されている。また，原子炉

建屋と隣接するタービン建屋は構造的に縁が切られており，両者は独立した構造となってい

る。 
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Fig. 1-3 Cross-section view in Kashiwazaki-Kariwa nuclear power plant unit 7 reactor building and 
turbine building1-1) 
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1.1.2 建屋耐震設計法の概要 

(1)  旧指針下の建屋耐震設計法 

原子炉建屋に代表される原子炉施設の建屋耐震設計法は，1981年に制定された「発電用原

子炉施設に関する耐震設計審査指針」1-3)（但し，同指針の策定は 1978年）に基づき，その基

本方針の妥当性が確認されてきた。同指針は，その後，兵庫県南部地震（1995）等の地震学及

び地震工学に関する当時最新の科学的技術的知見を反映させる形で 2006 年に全面的な改訂

が行われた。 

同改訂では，これまでの最強地震動 S1，限界地震動 S2から現在の審査でも用いられる基準

地震動 Ss
1-4)への移行が行われるとともに，建屋の弾性限界に対応する荷重状態をもたらす弾

性設計用地震動 Sd
1-4)の導入等が行われた。ここで，基準地震動 Ssとは施設の耐震安全性を確

保するための耐震設計の前提となる地震動のことであり，同改訂によって「敷地ごとに震源

を特定して策定する地震動」と「震源を特定せず策定する地震動」の 2 種類を策定すること

が求められるようになった。これに対し，弾性設計用地震動 Sdはこの基準地震動 Ssに 0.5以

下の係数を乗じることで定義される。 

この基準地震動 Ssへの移行は，それ以前の最強地震動 S1および限界地震動 S2の策定方針

を統合・高度化するものであり，科学的技術的見地から地震動の統一が図られた。また，こ

れまで水平方向のみの地震動を定めていたのを，検討対象とする地震とそのサイトの性質に

応じて，鉛直方向についても新たに地震動を策定することが要求されるようになった。 

さらに，地震動の不確実性についてもばらつきを考慮することが明記されるとともに，地

震学的見地から基準地震動 Ssを上回る地震動が発生する可能性は否定できないとして，それ

に対処するための「残余のリスク」を認識することの必要性が解説レベルで導入された。 

この他に施設の耐震重要度分類についても，旧指針以前の As，A クラスの 2 段階のクラス

分けが Sクラスに統一され，旧 Aクラスの Sクラスへの格上げが図られた。これに伴い施設

全体の耐震重要度分類は，旧指針下における A（As含む），B，C クラスから現行基準と同じ

S，B，C の 3 クラスに分類分けされるようになった。ここで，耐震重要度分類とは施設の耐

震設計上の重要度を表しており，内蔵する放射性物質やその機能喪失により放射性物質を外

部に放散する可能性があるなど，その影響に応じて S，B，Cにクラス分けが行われる。この

うち S クラスに分類される原子炉建屋は，原子力圧力容器をはじめとする主要な機器を内蔵

し，それら機器が安全に運転するための支持機能，遮へい機能等の安全機能を有しなければ

ならない間接支持構造物としての耐震性能の確認が求められる。 

このため，原子炉建屋は内包する機器・配管系の重要度から動的地震力と静的地震力の両

者で設計することが求められ，基準地震動 Ss及び弾性設計用地震動 Sdの両者に対し地震応答

解析を実施することになる。このとき，基準地震動 Ssに対しては塑性化を許容した弾塑性系

の非線形解析を行い，安全機能が保持されていることを確認するとともに，弾性設計用地震

動 Sdに対しても建築基準法の短期許容応力度以内に収まることを確認する。なお，静的地震
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力については，建築基準法で定める地震力の 3倍の静的地震力（3Ci）に対して弾性範囲（短

期許容応力度以内）に収まることを確認する必要がある。 

基準地震動 Ss及び弾性設計用地震動 Sdに対する地震応答解析は，工学的基盤であるせん断

波速度 Vs = 700 m/s を超える解放基盤表面で定義され，同基盤以浅の地盤増幅の影響を考慮

し，建屋に入力する地震動を求める。このとき，原子炉建屋のような重量が大きく，平面的

に大規模で剛性の高いRC構造物については地盤－建物相互作用の影響が無視できないため，

動的地震力を求めるに当たってはその影響を加味した Sway-Rocking モデル（以下，SR モデ

ルという）もしくは離散系モデルにより地震応答解析が行われる。Fig. 1-4に SRモデル，離

散系モデルによる原子炉建屋のモデル化例を示す。 

 

 

 

  

 

(a) Sway-Rocking (b) Discrete systems1-5) 

Fig. 1-4 Examples of seismic analysis models for nuclear building 

 このような地盤－建物連成系の地震応答解析では，想定する入力地震動のレベルに応じて

地盤の材料非線形性，建屋の材料非線形性（復元力特性），基礎浮き上がり等の地盤－建物境

界部の幾何学的非線形性の影響を適切に考慮することが必要になる。 

このうち地盤については，立地するサイトのボーリング調査等で得られた地盤調査結果を

基に地盤を水平成層と仮定した重複反射理論に基づく一次元波動伝搬解析を行い，地盤－建

物連成系の地震応答解析モデルに入力する地震動を評価する。解放基盤以浅の比較的柔らか

い地盤や埋戻し土等については，室内試験により地盤のひずみ依存特性（G-γ 曲線，h-γ 曲線）

を評価し，これに基づく地盤の等価線形解析からその非線形性を近似的に考慮することが行

われる。 

Basemat

※Some additions were made 
 to reference 1-5 
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建屋については，地盤－建物相互作用の影響を考慮するため，埋め込みの浅い PWRに対し

ては基礎底面位置で評価した水平地盤ばね及び回転地盤ばねを取り付けた SRモデルにより，

さらに埋め込みの深い BWR に対しては地下外壁側面の埋め込みの効果を考慮した埋め込み

SRモデルにより地震応答解析を行う。このとき，地盤の周波数依存性は，時間領域での地震

応答解析による評価であることを踏まえ，地盤ばねを一定の剛性とダッシュポットでモデル

化する。 

基礎浮き上がりについては，地盤の回転ばねに基礎浮き上がりによる幾何学的非線形性を

考慮したモーメント－回転角（M－θ）関係を与え，その影響を考慮した解析が行われる。 

建屋を Fig. 1-4に示す SRモデルでモデル化する場合，その剛性は曲げとせん断を考慮した

梁要素（ティモシェンコ梁）によりモデル化する。このとき，弾塑性系の非線形解析で設定

する水平方向の復元力特性は，曲げとせん断それぞれに 3 折れ点のトリリニア型の骨格曲線

を与え，履歴則にはエネルギー吸収の少ない最大点指向型を用いるのが一般的である。これ

に対し，鉛直方向は，建屋の壁を軸剛性で，屋根トラスを曲げせん断変形を考慮した梁要素

でモデル化することが多い。 

旧指針では，S クラスの建屋に対する耐震安全余裕の確認として「構造物全体として変形

能力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を有し，かつ終局耐力に対して妥当な安全余

裕を有していること」を要求しており，基準地震動 Ssに対する評価では RC 造耐震壁に生じ

る最大応答せん断ひずみ度が耐震壁の許容ひずみ度である γa = 2.0×10-3 以下であることを確

認する必要がある 1-4)。同様に，必要保有水平耐力に対する評価についても，必要保有水平耐

力に対して保有水平耐力が 1.5倍の余裕を有している必要があり，これは，一般建築物の 1.5

倍に相当する安全余裕を確認していることと同義である。 

この他に S クラスの建屋に対しては機能維持や波及的影響の防止等に関する検討を行う必

要があり，旧指針下ではこれら全ての評価において基本方針が妥当であることが確認されて

きた。 

(2)  新規制基準施行後の建屋耐震設計法 

2011年 3月 11日 14 時 46分に発生した東北地方太平洋沖地震（Mw = 9.0）では，東北から

関東にかけての東日本一帯に甚大な被害が生じるとともに，東京電力 HD の福島第一原子力

発電所において運転中であった 1号機から 3号機の炉心が損傷する過酷事故が発生した。 

これに伴い，2012 年 6月に事故の教訓を踏まえた法改正が行われ，同年 9月にこれまでの

原子力安全委員会及び原子力安全・保安院が廃止され，新たに環境省の外局として原子力規

制委員会及び原子力規制庁が発足した。この法改正により，設計段階での想定を超えた航空

機衝突等の重大事故も考慮した安全規制への転換及び原子力安全規制の原子力規制委員会へ

の一元化が図られることとなった。 

その後，2013 年 7月に改正法（新規制基準）が施行され，「深層防護」を基本とした地震や

津波等の自然現象の想定とそれら事象に対する対策の大幅な引き上げが行われた。この新規
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制基準の策定に伴い，建屋耐震設計の分野においては，「実用発電用原子炉及びその附属施設

の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（2013 年 6月 19日原子力規制委員会決定；

以下，設置許可基準規則の解釈という）の第四条「地震による損傷の防止」の強化が図られ，

基準地震動 Ss及び弾性設計用地震動 Sdによる地震力に対し，水平 2方向及び鉛直方向の適切

な組合せに関する新たな要求が追加された。これは，従来の SRモデルに基づく弾性範囲の確

認や耐震安全余裕の確認だけではなく，建屋の三次元的な応答特性を踏まえた柱や壁等の耐

震要素及び耐震要素を支持構造物とする機器・配管系の総合的な評価を要求するものである。 

さらに，設置許可基準規則の解釈では，水平 2 方向及び鉛直方向について，地盤－建物相

互作用，埋め込み効果及び周辺地盤の非線形性を必要に応じて考慮すること，を求めており，

原子炉建屋の耐震安全性評価においても，地盤－建物連成系の三次元 FEM モデルによる地震

応答解析及びその結果の妥当性が審査されるようになった。 

この建屋の三次元的な応答特性を踏まえた評価について，新規制基準適合性に係る審査で

は，建屋の塑性化を許容した基準地震動 Ssに対しても，建屋を弾性と仮定した弾性設計用地

震動 Sdもしくは Sd相当の観測記録に対する線形解析からその影響を推定し，同解析から得ら

れる結果が妥当であるか，確認が行われる（例えば，東京電力 HD1-6)）。 

しかし，これら地震力（せん断力）は，本来であれば建屋が塑性域に入った時点で履歴ル

ープを描くことになり，変形の進行とともに塑性エネルギーの吸収が生じることによりその

増加はわずかに留まるものと考えられる。 

このため，建屋を弾性とした弾性設計用地震動 Sdの結果から建屋に作用する三次元的な地

震力を推定することは，評価としては十分安全側の設定と考えられるものの，建屋が本来有

する裕度を小さく評価している感が否めない。また，弾性設計用地震動 Sdによる基準地震動

Ssの応答推定が精度良く建屋の応答を捉えているか否かは不明確と考えられる。 

このため，基準地震動 Ssもしくは設計を超えた地震動に対する評価としては，SRモデルと

同様に建屋の復元力特性を考慮した非線形解析を行うことが望ましいものの，今日の高性能

コンピュータを用いても一度の解析に数週間を要するなど，計算負荷が膨大なことから，解

析ケース数の多い原子炉建屋等の評価に同手法をそのまま適用することは現実的ではない。 

したがって，今後，基準地震動 Ssを含む幅広い入力地震動を対象に建屋の三次元的な応答

性状を実務レベルで精度良く評価するためには，これら非線形挙動が地盤－建物連成系の建

屋の地震応答に与える影響を適切な手法により近似的に考慮していくことが重要と考えられ

る。 

(3)  海外発電用原子炉施設に対する建屋耐震設計法 

これに対し，米国原子力規制委員会（Nuclear Regulatory Commission; 以下，NRC とする）

が定める指針類に準拠した海外原子炉施設における建屋耐震設計では，建屋ごとに設計用地

震動を策定するとともに，それぞれの地震動に対して許容限界を満足しているか，確認が行

われる。このとき，設計用地震動は，safe shutdown earthquake（SSE）と operating basis earthquake 
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（OBE）の 2 種類を策定し，新規制基準と同様に空間的な 3 成分（水平 2 方向及び鉛直方向

の組合せ）の影響を考慮した審査が行われる 1-7)。ここで，safe shutdown earthquake（SSE）は

日本における基準地震動 Ss，operating basis earthquake（OBE）は弾性設計用地震動 Sdに相当

する地震動である。 

Seismic Category I（日本における耐震 Sクラスに相当）に分類される原子炉建屋は，立地す

るサイトの地震動レベルに応じて1safe shutdown earthquake（SSE）と operating basis earthquake

（OBE）の両者に対し，地盤－建物相互作用を考慮した地震応答解析を実施することが求め

られる。NRCの定める標準審査指針 NUREG-0800 Standard Review Plan（SRP 3.7.21-7)）では，

対象とする建屋の範囲を概ね弾性2としており，施設各部の応力を許容限界以下とした線形解

析を取り扱うことになる。 

このような地震応答解析について，米国土木学会（American Society of Mechanical Engineers;

以下，ASCEとする）が定める ASCE4-161-8)では，選択する地震応答解析手法に依らず，全て

の原子炉の安全に関わる建屋（safe-related nuclear structures）に対して地盤－建物相互作用の

影響を考慮することを求めている。同基準では，想定する解法として，一体解析法及びサブ

ストラクチャー法を挙げ，時間領域及び周波数領域のいずれの解析手法を用いても良い，と

している。 

一方で，同解説では，従来，地盤－建物相互作用の計算は，地盤及び建屋の等価線形モデ

ルに対し周波数領域での解析が行われてきたとし，非線形領域の地盤－建物相互作用解析に

ついては，開発の初期段階と位置づけ，その妥当性を現在確認中，としている。また，地盤－

建物相互作用の影響は，一般に三次元的な影響を含むものであるとして，二次元解析におい

て十分な妥当性が示されない限り，地盤及び建屋を三次元的にモデル化する必要がある，と

している。さらに，複雑な構造物に対しては有限要素による数理モデルを用いる，としてお

り，実質的に三次元 FEM モデルによる周波数領域での地盤－建物相互作用解析が原子炉建屋

の耐震設計で一般に用いられているものと考えられる。 

地盤の非線形挙動については，その性質の違いから Primary nonlinearity と Secondary 

nonlinearityの 2種類に大別した評価が行われている。このうち，Primary nonlinearity は自由地

盤における地盤内部を伝搬する波動によって引き起こされる非線形な材料挙動を示し，G-γ曲

線や h-γ 曲線などの地盤のひずみ依存特性に相当する考え方と推定される。一方，Secondary 

nonlinearity は地盤－建物相互作用による建屋の応答によって地盤内部で励起される基礎近傍

の非線形な材料挙動を表し，地下外壁側面の地盤の剥離・滑りや基礎浮き上がりなどの幾何

学的非線形性に相当する考え方と推定される。 

 

1 OBEが SSEの 1/3以下に設定された場合は，OBEによる評価は不要 

2 SRP 3.7.2では「The SRP acceptance criteria primarily address linear elastic analysis coupled with 

allowable stresses near elastic limits of the structures.」と記載されており，厳密な弾性限界では

なく，設置許可基準規則の解釈と同様に局部的に弾性限界を超える場合を容認しているもの

と推定される。 
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これら地盤の非線形挙動を厳密に考慮する場合，ASCE4-16 では，地盤の構成則を含む三次

元モデルによる非線形解析が必要になるとしつつも，このような要求は現状の設計に対する

技術水準を超えるものと位置づけている。よって，地盤の非線形挙動の扱いは，地盤のひず

み依存特性を考慮した等価線形解析によりその非線形性を近似的に考慮することが求められ

る。 

また，ASCE4-16では，地盤への埋め込み効果に影響を及ぼす非線形挙動として，地震時に

地盤－建物境界部で生じる剥離の可能性を解析モデル内で考慮すること，としている。これ

は，日本でいうところの地盤－建物境界部の幾何学的非線形性に相当する考え方であり，基

礎近傍の接触・剥離の影響を地震時の水平方向の支持力低下に伴う建屋剛性の低下として，

当該範囲を一律もしくは計算により非接続とする等価線形的なアプローチが推奨されている。 

地盤－建物相互作用を考慮した建屋の地震応答解析について，ASCE4-16では，建屋の塑性

具合に応じた減衰定数の設定を推奨しており，Response level ごとにその値を定めている。こ

れは，建屋の挙動が弾性範囲とする Response level 1 とコンクリートにひびわれが生じたとす

る Response level 2では異なる減衰定数（例えば，RC構造物の場合，Response level 1 では h = 

4%，Response level 2 では h = 7 %）を定めることを意味しており，建屋の剛性評価において

は，主たる耐震要素である RC造耐震壁に対し，その Response level に応じて剛性低下を考慮

することになる。 

このとき，ASCE4-16 では，RC部材の剛性へのひびわれの影響は複雑であり，解析によっ

てひびわれによる複合的な影響を決定することは非現実的として，twostep approach による比

較的簡易な手法を推奨している。ここで，twostep approach とは，初期剛性に基づく解析とひ

びわれを考慮した 2 回の解析から RC 部材のひびわれの影響を等価線形的に評価する手法で

ある。初期剛性に基づく解析からひびわれによる剛性低下の範囲を特定し，ひびわれの影響

が壁の広範囲で認められた場合に，0.5 倍の低減係数を当該部の剛性に乗ずるとともに，

Response level 2 の減衰定数（h = 7 %）を適用し，剛性低下による建屋応答への影響を近似的

に考慮するものである。 

弾塑性系の非線形解析と比較して，実用的かつ計算負荷の大幅な低減が期待できる反面，

ひびわれによる部材の剛性低下を一律 0.5倍の低減係数で考慮するなど，設定根拠に乏しく，

実際の建屋応答をどの程度精度良く捉えているかは不明確と考える。 

一方で，ひびわれによる塑性応答の効果を剛性低下と減衰の増大を考慮した等価線形系の

最大応答によって評価しようとする試みは，これまでに地盤の等価線形解析の分野で多くの

研究・適用実績があり，工学的には有用な考え方といえる。すなわち，塑性応答の効果を簡

易に 0.5倍の低減係数で一律に考慮するのではなく，地盤の等価線形解析と同様，建屋の復元

力特性に基づく等価線形解析が可能となれば，科学的技術的な見地からも合理的な設計が可

能となり，実務の面からも極めて有用な解析手法の 1つになるものと考えられる。 
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1.1.3 現行の建屋耐震設計法の課題 

以上より，原子炉建屋の地盤－建物相互作用解析に関して，設置許可基準規則の解釈を含

む新規制基準の施行により，従来の SR モデルだけではなく三次元 FEM モデルによる水平 2

方向及び鉛直方向の適切な組合せに関する評価が新たに必要となった，その背景を確認した。 

一方で，建屋の塑性化を許容した基準地震動 Ssに対する同モデルの評価は，弾性設計用地

震動 Sdの結果からその応答を推定するに留まっており，保守的な評価方法と考えられるもの

の，実際の建屋応答を精度良く捉えているかは不明確と考える。このため，SRモデルのよう

な非線形解析の適用が望まれるものの，三次元 FEM モデルに同解析をそのまま適用すること

は計算負荷の面からも現実的ではない。 

これに対し，海外の建屋耐震設計法では，原子炉建屋のような複雑な構造物に対し，三次

元 FEM モデルによる周波数領域での地盤－建物相互作用解析が求められており，地盤の等価

線形解析に見られる等価線形的なアプローチが地盤及び建屋の非線形挙動の評価に取り入れ

られている。その手法は，地盤や鉄筋コンクリートの塑性応答の効果を剛性低下と減衰の増

大により評価するものであり，また，地盤－建物境界部の非線形挙動に対しては当該範囲の

埋め込み効果を非接続などの手法により低減するなど，随所に等価線形化の考えが見られる。 

このような等価線形化の考えは，非線形解析と比べ，シンプルで，計算時間も短く，安定

した結果も得られることから，塑性化を許容した基準地震動 Ssに対する原子炉建屋の三次元

FEM 地盤－建物相互作用解析において，同様の知見を蓄積・展開する必要性は極めて高いと

いえる。また，建屋の剛性低下に関して，ASCE4-16の twostep approach に見られる一律 0.5 倍

の低減係数による評価だけではなく，地震時の弾塑性応答をより近似的に表すことが可能な

建屋復元力特性に基づく等価線形解析の適用性を検討していくことが強く望まれる。 

加えて，これら等価線形解析手法の適用性を検討していくに当たっては，これまでに国内

の研究機関で実施，各種情報が開示されている信頼性の高い試験結果との照合，実サイトで

観測された強震記録及び非線形解析手法による地震応答解析結果との比較による妥当性確認

が重要になるものと考えられる。 
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1.2  研究の目的 

以上の研究の背景を踏まえ，本研究では，地震時の原子炉建屋の三次元挙動評価における

建屋及び内包する耐震重要設備の応答評価の精度向上を目的に，基準地震動 Ssを含む幅広い

入力地震動レベル対象に地盤－建物連成系の三次元 FEM モデルによる動的耐震解析法の提

案に向けた基礎的な知見の蓄積を目指す。このとき地盤及び建屋の非線形性については，地

盤－建物連成系の建屋が塑性化する関係を概略的かつ合理的な形で三次元 FEM モデルに組

み込むことが可能な等価線形化手法に着目し，既往の試験結果，実観測記録，非線形解析結

果との比較からその適用性を論ずる。 
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1.3  本論文の構成 

本論文は，Fig. 1-5に示すように，1章（序論），2章（既往の研究），3章（RC造耐震壁に

対する等価線形三次元 FEM 解析の適用性検討），4 章（原子炉建屋に対する等価線形三次元

FEM 解析の適用性検討），5 章（原子炉建屋の剥離・滑りを考慮した三次元 FEM 地盤－建物

相互作用解析），6章（結論）で構成される。 

1章では，本研究の概要として，研究の背景，研究の目的及び本論文の構成を説明する。 

2章では，本研究に関連する既往研究の調査として，地盤の非線形性，建屋の非線形性及び

地盤－建物境界部の非線形に着目した等価線形化手法に関する基礎的な知見及び考察を説明

する。 

3章では，RC造耐震壁に対する等価線形解析の適用性検討として，後述する原子力発電技

術機構（Nuclear Power Engineering Center; 以下，NUPECという）から提供された I 型断面耐

震壁の振動台試験 1-9) （以下，NUPEC振動台試験という）を対象に，弾性から終局に至るま

での試験結果に対する非線形及び等価線形三次元 FEM モデルによるシミュレーション解析

を行い，同試験結果との比較から RCの等価線形化手法の解析精度について考察を行う。 

4章では，原子炉建屋に対する等価線形解析の適用性検討として，後述する国際原子力機関

（International Atomic Energy Agency; 以下，IAEAとする）による Kashiwazaki-Kariwa Research 

Initiative for Seismic Margin Assessment（以下，KARISMAとする）ベンチマーク解析 1-1)で対象

となった柏崎刈羽原子力発電所 7 号機原子炉建屋に着目し，ある理想的な地盤条件下での基

準地震動 Ss 相当の地震動による地盤－建物連成系の非線形及び等価線形三次元 FEM 解析か

ら，RCの等価線形化手法の解析精度について考察を行う。 

5章では，原子炉建屋の剥離・滑りを考慮した弾塑性系の三次元 FEM 地盤－建物相互作用

解析として，4章と同一建屋を対象に，実地盤，実建屋及び実観測記録による剥離・滑りの有

無をパラメータとしたシミュレーション解析から，同現象が建屋応答に与える影響について

考察を行う。 

6章では，本研究で得られた成果と課題を示す。 

本論文では，原子力規制庁により実施された平成 29年度から令和 2年度原子力施設等防災

対策等委託費（高経年化を考慮した建屋・機器・構造物の耐震安全評価手法の高度化）事業

の成果を 3章の RC 造耐震壁に対する等価線形三次元 FEM 解析の適用性検討，4 章の原子炉

建屋に対する等価線形三次元 FEM解析の適用性検討，5章の原子炉建屋の剥離・滑りを考慮

した三次元 FEM地盤－建物相互解析で使用した。 

また，3 章は日本原子力学会和文論文誌 1-10)，4 章は日本建築学会構造工学論文集 1-11)及び

26th International Conference on Structural Mechanics in Reactor Technology (SMiRT26)1-12)，5章は

Frontiers Media S.A.社の Frontiers in Built Environment1-13)にて筆者らが公表した成果を活用し

た。このうち，国際会議のプロシーディングとして公表した SMiRT26 を除く 3編は，査読付

き論文として成果の公表を行った。 
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Fig. 1-5 Overall framework of this thesis 
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2.1  はじめに 

前章では，原子炉建屋の動的耐震解析手法としてこれまでの設計体系の変遷を示すととも

に，国内外の規基準の比較から，基準地震動 Ss
2-1)を含む幅広い入力地震動に対して等価線形

化手法による地盤－建物連成系の三次元 FEM 解析が有効になり得る可能性を述べた。 

本章では，等価線形化手法に基づく原子炉建屋の三次元 FEM 動的耐震解析法を提案する上

で重要な地盤の材料非線形性，建屋の材料非線形性，基礎浮き上がりや地下外壁側面の地盤

からの剥離・滑り等の地盤－建物境界部の幾何学的非線形について，関連する既往研究を調

査し，同手法に関する基礎的な知見の拡充及び考察を行う。 
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2.2  地盤の非線形性を考慮した地盤－建物相互作用解析 

地盤の非線形性を考慮した地盤－建物相互作用解析には，時間領域で計算を行う逐次非線

形解析と周波数領域で計算を行う等価線形解析の 2種類がある。 

逐次非線形解析は，地盤物性の経時的な変化を地盤の構成則等の数理モデルで逐次評価す

る計算手法であり，原理的には最も厳密な解析方法といえる。応答計算には Newmark β 法な

どの直接積分法が用いられ，地盤の非線形性を骨格曲線や履歴曲線で定義された応力－ひず

み関係により評価する。代表的な地盤のひずみ依存特性には，Ramberg－Osgood（R－O）モ

デル 2-2)や双曲線モデル 2-3)があり，いずれのモデルも連続関数を用いて骨格曲線及び履歴曲線

を与える。 

 一方で等価線形解析は，地震時の地盤物性値の時間的変化は考慮せず，全ての解析時間に

渡って同じ等価物性値（等価剛性及び等価減衰定数）を用いて線形解析を行う手法である。

代表的な解析コードとして SHAKE2-4)が挙げられ，重複反射理論 2-5)に基づく伝達関数の計算

から，地盤の応答時刻歴波形を求めることができる。 

地盤の等価物性値は，室内試験や経験式より得られた地盤のせん断弾性係数 G及び減衰定

数 hのひずみ依存特性に基づきせん断弾性係数 Gや減衰定数 hが一定値に収斂するまで繰り

返し計算を行うことにより求まる。せん断弾性係数 Gのひずみ依存特性は，一般には初期剛

性 G0に対する剛性低下率 G/G0として与えられ，Fig. 2-1 に示すような G/G0－γ 曲線及び h－

γ 曲線により定義される。 

 

 

 
 

(a) G/G0－γ curve (b) h－γ curve 

Fig. 2-1 Example of the strain dependent G/G0 and damping ratio for a soil property 

 等価線形解析では，瞬間的に生じるせん断ひずみ度 γmax によってその層の等価物性値が決

まるわけではないため，実効値的な値である有効せん断ひずみ度 γeffによって層の非線形特性

が決定される。このとき，最大せん断ひずみ度 γmax に乗ずる係数（以下，有効ひずみ係数と

いう）は，基本的には波の性質によって左右されるものであるが，一般には 0.65 を用いるこ

γ

G/G0

1.0

γ

h



第 2 章 既往の研究 －17－ 

 

 

とが多い 2-6)。なお，地盤の等価線形解析を行う際の注意点として，せん断ひずみ度の上限が

挙げられ，地盤のせん断ひずみ度が増大した場合に観測値との差が大きくなることが指摘さ

れている 2-7)。 

等価線形解析が適用できるせん断ひずみ度の上限は 0.1～1%といわれており 2-8)，この上限

を超える場合には，逐次非線形解析を適用する必要がある。なお，発電用原子炉施設の建物・

構築物の耐震設計を定めた JEAC46012-1)では，この適用範囲について，「参考資料 3-3 に示す

ように，支持地盤の剛性低下率の平均値が 0.7を下回らない範囲では，R－Oモデルを用いた

時刻歴非線形解析と等価線形解析の結果に大きな差がないことから，等価線形解析の適用範

囲を支持地盤の剛性低下率の平均値で 0.7 を下回らない範囲とした。」としており，その下限

値として支持地盤の剛性低下率の平均値で 0.7を採用している。 

このようなことからも，等価線形化手法による地盤－建物連成系の三次元 FEM 解析を原子

炉施設建屋に適用する上では，その適用範囲を逸脱することがないよう十分に留意する必要

があるものと考えられる。 
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2.3 建屋の非線形性を考慮した地盤－建物相互作用解析 

建屋の非線形性を考慮した地盤－建物相互作用解析として，JEAC4601 では原子炉建屋の

RC造耐震壁を対象とした既往の実験データに適合する復元力特性を与えており，これに対応

する 3 折れ点の骨格曲線及び最大点指向型の履歴曲線により建屋の弾塑性系の非線形挙動を

評価する。 

一方でこれら RC造耐震壁の復元力特性に基づく地盤－建物相互作用解析は，SRモデルや

埋め込み SRモデルへの適用を想定しており，有限要素を用いた三次元 FEM により建屋の非

線形性を考慮した解析を行う場合には，RCの力学的挙動を忠実に再現した材料構成則により

その挙動を推測することが一般に行われる。 

筆者はこれまでに，ABWR の原子炉建屋を対象に，周辺地盤も含め詳細なモデル化を行っ

た三次元 FEM モデルを用いて，地盤－建物相互作用を考慮した地震応答解析を行ってきた  

2-9)。しかし，文献 2-9に示す三次元 FEMモデルによる地盤－建物相互解析は，同建屋を対象

とした既往の検討成果 2-10), 2-11), 2-12)を参考に，建屋の挙動を線形と仮定した感度解析や 2007年

新潟県中越沖地震を対象とした再現解析が中心であり，RC構造物の非線形挙動までを考慮し

た検討は少ないのが現状と考える。これまでに同文献の一部付録において RC 構造物の非線

形挙動を試行的に扱ってはいるものの，非線形解析の収束条件に起因したノイズの影響が見

られ，得られた解の安定性や精度に課題を残す結果であった。 

このため，今後，幅広い入力地震動レベルを対象に建屋の三次元的な応答性状を精度良く

評価するためには，これら残された課題を改善する必要がある。さらに，中村ら 2-13), 2-14), 2-15)

のような建屋の非線形挙動までを考慮した精度の高い地盤－建物相互作用解析を行い，その

詳細な挙動を明らかにしていくことが原子炉施設の耐震安全性を向上させていく上でも重要

となる。 

これら地盤－建物相互作用を考慮した地震応答解析に対し，RC材料の種々の構成則を組み

込んだ FEM による弾塑性系の非線形解析に関しては，これまでに RC造耐震壁を対象とした

静的繰り返し載荷試験や動的加振試験等のシミュレーション解析から，試験結果と良好な対

応関係が得られることが確認されている（例えば，Song et al.2-16)）。 

原子炉施設建屋においては，1996 年に経済協力開発機構の原子力機関（Organization for 

Economic Co-operation and Development/Nuclear Energy Agency; 以下，OECD/NEAという）の

主催で日本の NUPEC から提供された NUPEC 振動台試験に関する国際解析コンペ 2-17)が行わ

れ，RC構成則を組み込んだ積層シェル要素による動的なシミュレーション解析結果が報告さ

れている 2-18), 2-19), 2-20), 2-21)。ここで，積層シェル要素とは，異なる性質の層をもつ積層平板のシ

ェル要素である。 

これら検討では，RCのコンクリートと鉄筋を板厚方向に層状に置換することで，その非線

形性を考慮した解析が行われている。この NUPEC 振動台試験を対象としたシミュレーショ

ン解析について，Ueda et al.2-22)は，三次元 FEM 非線形解析コード NAPISOS を用いた検討か

ら終局状態までの加速度応答波形及び変位応答波形が試験結果と良く一致した関係にあるこ
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とを確認している。この他に最近では，Nakamura et al.2-23)，秋田ら 2-24)，Richard et al.2-25)によ

る別の原子炉施設建屋の RC造耐震壁を対象とした解析例が報告されている。 

これら静的繰り返し載荷試験もしくは動的加振試験のシミュレーション解析では，荷重－

変形関係や時刻歴応答波形等，試験結果と良好な対応関係が得られてはいるものの，実建屋

を対象とした地震応答解析でシミュレーション解析と同程度の解析精度を得るためには，

個々の有限要素に適用するコンクリート材料等の力学モデルの基礎的な検証や適用性の確認

が要求される。加えて，使用するモデルが導出された前提条件や適用範囲を十分に把握する

必要があり， 原子炉建屋のような大規模な構造物に直接適用する場合, 周辺地盤も含めて詳

細にモデル化する必要があるため，計算時間が著しく増大することになる。したがって, 実建

屋の非線形挙動を三次元 FEMモデルにより実務レベルで詳細に把握するためには, 解析精度

の確保を前提に, 計算負荷低減に繋がる新たな手法を検討する必要がある。 

これに対し，近年の再稼働に係る新規制基準適合性審査では，過去に経験した地震動及び

乾燥収縮によるコンクリートのひびわれの影響として，建屋の初期剛性を観測記録と整合す

る等価な剛性に低下させた三次元 FEM モデルによる地盤－建物相互作用解析の妥当性が確

認されている 2-26)。これは，上述の時間領域での解析とは異なる周波数領域での解析であり，

質点系モデルによる建屋各部の地震観測シミュレーションにより同定された等価剛性及び等

価減衰により建屋の地震時挙動を評価するものである。 

文献 2-26 では，オペレーションフロアの上部と下部で最適な剛性を設定し，減衰定数を 7%

と増大させることで，東北地方太平洋沖地震（2011）等の観測記録と概ね整合するシミュレ

ーション解析結果が報告されている。この女川原子力発電所 2 号機原子炉建屋の事例は，実

建屋の非線形挙動を三次元 FEMモデルにより実務レベルで詳細に把握する方法として RCの

等価線形解析が有効になりうる可能性があることを示している。一方で，同手法は過去の観

測記録に基づくシステム同定から等価剛性及び等価減衰を評価しており，新設や観測記録の

存在しない既設建屋に対して同手法を適用することは難しいのが現状と考える。 

これに対し，Ghiocel et al.は，SHAKEや Kausel et al.2-27)，Yoshida et al.2-28)に代表される地盤

の等価線形解析と同様の考え方として，RC材料の非線形性の影響を RC造耐震壁の復元力特

性により三次元 FEM モデルで考慮する新たな手法を提案している 2-29), 2-30), 2-31), 2-32)。Ghiocel et 

al.による RCの等価線形解析の適用例を Fig. 2-2に示す。 

この RC の等価線形解析は，振動数に依存しない複素減衰を用いた周波数領域での等価剛

性及び等価減衰による線形解析を基本としており，地盤の等価線形解析と同様，計算負荷の

大幅な低減が期待できる。また，地盤の等価線形解析を例にとると，その設定は非線形解析

に比べシンプルで，計算時間も短く，安定した結果も得られることから，実務レベルの地盤

－建物相互作用解析に適していると考えられる。 

しかし，Fig. 2-2に示す Ghiocel et al.による等価線形解析は，簡易な RC構造物を対象とし

た非線形解析結果との比較からその解析精度を論じており，試験結果や強震記録といった実

データとの照合を通した十分な検証は行われていない。加えて，Ghiocel et al.の一連の研究は，
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原子炉建屋等の地盤－建物相互作用の影響が無視できない複雑な構造物を対象とした検討が

行われておらず，実際の建屋応答の精度については不明確と考える。 

このため，三次元 FEMによる実際の原子炉建屋の地震応答解析に同手法を適用する場合に

は，その適用範囲について簡易な構造物を対象とした非線形解析による照合のみならず，既

往の試験結果等の実データとの照合を通した基礎的な検証が必要になるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-2 Example of application of the equivalent linear analysis of RC by Ghiocel et al. 2-33) 

 

  

2019 Copyright of Ghiocel Predictive Technologies, Inc. All Rights Reserved.
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2.4 地盤－建物境界部の非線形性を考慮した地盤－建物相互作用解析 

地盤－建物境界部の非線形性として本研究で対象とする非線形挙動は，基礎－底面地盤間

の基礎浮き上がり及び地下外壁－側面地盤間の剥離・滑りの 2種類である。Fig. 2-3に基礎－

底面地盤間の基礎浮き上がり及び地下外壁－側面地盤間の剥離・滑りの概念図を示す。 

 

 

  

(a) Foundation uplift (b) Separation and sliding of soil from sidewalls 

Fig. 2-3 Conceptual diagram of foundation uplift and separation and sliding of soil from sidewalls 

このうち，基礎－底面地盤間の基礎浮き上がりについて，JEAC4601 では基礎の接地率に応

じた評価法を定めており，その値に応じて線形解析から特別な検討までの評価の適用を求め

ている。ここで特別な検討とは，「低接地率時においても基礎の浮き上がり現象を精度良く評

価できる手法の妥当性を示し，個別に対応することを意味する」2-1)とされており，JEAC4601

では修正時間遅れ影響係数法（時間領域のグリーン関数法）2-34)やジョイント要素を用いた三

次元 FEM等の非線形解析に基づく評価方法が例示されている。 

このジョイント要素による評価方法について，Yabushita et al. 2-35)や Nakamura et al.2-36)はソ

リッド要素を用いて作成した地盤の三次元 FEM モデルから地盤と基礎の間に同要素を適切

に設定することによりその影響を精度良く解析できることを示している。また，Nakamura et 

al.は，PWR系の原子炉建屋を対象に建屋の三次元非線形挙動及び地盤－建物相互作用並びに

基礎の柔性・ジョイント要素を考慮した地盤－建物連成系の非線形三次元 FEM モデルから，

水平 2 方向及び鉛直方向の空間的な 3 成分を含む基礎浮き上がり挙動に対しても同様のモデ

ル化を行うことにより，その応答を精度良く表すことができるとしている。 

一方で，地下外壁－側面地盤間の剥離・滑り挙動については，耐震設計の厳格な妥当性確

認に活用することを目的に策定された「耐震設計に係る工認審査ガイド」2-37)では，「建物・構

築物の埋め込みの状況や配置の実状を考慮した相互作用効果への影響について検討している

Uplift

Soil

Structure

Soil

Structure

Sliding

Separation

Sidewall

Sidewall
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こと。なお，建物・構築物の埋め込み形状や埋め戻し部の仕様，隣接建屋，建物・構築物と地

盤間の接触・剥離，基礎底面での支持地盤との付着効果等が相互作用の算定及び建物・構築

物の応答結果に及ぼす影響等に留意する。」とされており，審査においてはその実状に応じた

影響評価を行うことが求められる。 

この地下外壁－側面地盤間の剥離・滑り挙動に関し，2007 年 7 月 16 日 10 時 13 分に発生

した新潟県中越沖地震（MJMA=6.8，MW=6.6）では，柏崎刈羽原子力発電所の G.L.－255m の地

中で最大加速度 1g 近くの地震動が観測され 2-38)，稼働中であった原子炉が自動停止するとと

もに耐震安全性上最も重要な建屋である原子炉建屋で，建設時に策定された設計用基準地震

動を上回る複数の最大応答加速度を観測した 2-39), 2-40)。この地震により，柏崎刈羽原子力発電

所では，建屋と地盤の相対変位に起因すると思われる地盤沈下が観測され，Fig. 2-4に示す地

下外壁側面に平行するひびわれが報告された 2-41), 2-42), 2-43)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-4 Example of cracks occurring alongside nuclear power plant building due to soil settlement 
below the building 2-41) 

地震発生後に行われた現地調査により， 原子炉建屋等の重要な建屋は無被害もしくは軽微

な被害であったことが確認されたものの，地下外壁－側面地盤境界部においては，建屋と地

盤の相対変位に起因した地盤が建屋から離れる剥離挙動及び地盤が建屋周辺に沈み込む滑り

挙動が連成した非線形挙動が生じ，その非線形挙動が建屋応答に影響を及ぼす可能性がある

ことが認識されるようになった。 

このような地下外壁－側面地盤間の剥離・滑りに対し，渡辺ら 2-10)は，地盤の埋め込み効果

を考慮した従来の設計用モデルである簡易な SRモデルによる地盤－建物相互作用解析から，

2007年新潟県中越沖地震時の柏崎刈羽原子力発電所 7号機原子炉建屋の最大応答せん断ひず

み度は，RC造耐震壁のせん断ひびわれ発生の目安値である 0.25×10-3以下であったことを確

認している。 
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また，より詳細な検討として，地盤を三次元，建屋を質点系とした地盤の材料非線形性を

考慮した地盤－建物相互作用解析によって，7 号機原子炉建屋の支持地盤の最大せん断ひず

み度は 0.1%程度，表層地盤の最大せん断ひずみ度は砂層の一部で 1%程度であったことが確

認されている 2-11)。このとき，土方ら 2-11)は，地下外壁側面の地盤の剥離・滑りによる非線形

挙動をジョイント要素で考慮した地盤－建物相互作用解析結果が観測記録を十分に説明でき

ることを示している。 

Kikuchi et al.2-44)は，地震観測点での水平動によるロッキング動によって引き起こされた鉛

直動に着目し，5 号機から 7号機原子炉建屋までのシミュレーション解析の結果から，6号機

原子炉建屋の鉛直動がその他原子炉建屋より大きくなる要因を明らかにしている。 

しかし，これら検討の多くは，建屋を質点系としており，水平 2 方向及び鉛直方向の 3 方

向同時入力による地盤－建物相互作用を考慮した応答が建屋の最大応答加速度の局部的な応

答性状に与える影響や地下外壁側面の地盤の剥離・滑りによる建屋－地盤境界部の非線形性

状が建屋側面及び建屋底面の土圧性状に与える影響までは検討されていない。 

これに対し，上述の原子炉建屋を立体的にモデル化した三次元 FEM モデルにより，地盤－

建物相互作用の応答性状を精緻に評価することを試みた例として，IAEA の KARISMA ベン

チマーク解析 2-43)や KARISMA ベンチマーク解析を基にした研究が挙げられる 2-45), 2-46), 2-47), 2-9), 

2-48)。Fig. 2-5に KARISMA ベンチマーク解析で使用された三次元 FEM モデルを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-5 3D FEM models used in KARISMA benchmark exercise 2-43) 

 2009 年から 2012 年にかけて行われた KARISMA ベンチマーク解析では，10 を超える国と

地域からおよそ 20のチームが参加し，以下に示す 3段階の評価が行われた 2-49)。 

 

 Phase Ⅰ：Modeling, static and modal analyses, soil column analyses 

 Phase Ⅱ：Response analyses of the structure and equipment during the Niigataken-chuetsu-oki 

earthquake (including the Reference analyses and Best estimate analysis) 

 Phase Ⅲ：Assessment of the seismic margin by multiplying the seismic level 
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しかし，これら KARISMA ベンチマーク解析による検討結果の多くは，参加者間でばらつ

きが大きく，特に，Phase Ⅱの Best estimate analysis で示された地震計設置位置における最大応

答加速度及び加速度応答スペクトルのベンチマーク解析結果の多くは観測記録を過大評価す

るものであった。 

このため，これら検討結果が実際の応答性状を精度良くシミュレーションできていたか否

かは不明確であったと考えられる。加えて，Fig. 2-5 に示す三次元 FEM モデルに剥離・滑り

が適切に考慮されていたかは必ずしも KARISMA ベンチマーク解析の報告書に明示されてお

らず，仮に地盤－建物境界部を固着状態である節点共有の剛接合としていた場合，建屋側面

及び底面に作用する設計用応力は過小評価されていた可能性がある 2-50)。 

このように，地盤及び建屋を立体的にモデル化した三次元 FEM による地下外壁側面からの

地盤の剥離・滑りの影響を考慮した検討は，埋め込みを有する建屋が持つ耐震安全性を適切

に評価する上で極めて重要であるといえるものの，実地盤及び実建屋の情報から剥離・滑り

を含む実際の非線形挙動を精度良く評価するためには，より一層の現象の解明が必要になる

ものと考えられる。 
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2.5  まとめ 

以上より，等価線形化手法に基づく原子炉建屋の三次元 FEM 動的耐震解析法に関して，地

盤の非線形性，建屋の非線形性，地盤－建物境界部の非線形性に着目して関連する既往研究

を調査するとともに，同手法に関する基礎的な知見の拡充及び考察を行った。その結果，

SHAKEに代表される地盤の等価線形解析については，Kausel et al.や Yoshida et al.等の多くの

研究によって，その手法が概ね確立されており，発電用原子炉施設の建物・構築物の耐震設

計を定めた JEAC4601においても，その適用範囲が明確に定められていることを確認した。 

一方で，建屋の非線形性及び地盤－建物境界部の非線形性については，近年になり Ghiocel 

et al.のような等価線形解析に関する新たな提案が行われているものの，その適用性に関して

十分な妥当性確認が行われているとは言い難く，既往の研究においても極めて限られた科学

的技術的知見しか蓄積されていない。 

特に，RC造耐震壁の試験結果や実サイトの強震記録といった実データもしくは原子炉建屋

等の地盤－建物相互作用の影響が無視できない複雑な構造物を対象とした非線形解析結果と

の照合を通した検証等の基礎的な知見の蓄積が望まれるものの，これら検証は，各種情報が

開示され信頼性の高いデータにアクセスする必要があるとともに，扱うモデル規模が大きく

なるため，これまでの既往研究においても検討対象とされることはなかった。  

このため，このような建屋の非線形性及び地盤－建物境界部の非線形性に着目した等価線

形化手法に関する科学的技術的知見を蓄積する必要性は極めて高いといえる。 
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第3章 RC 造耐震壁に対する等価線形三次元 FEM
解析の適用性検討 

 
 
 

3.1 はじめに 

前章では，等価線形化手法に基づく原子炉建屋の三次元 FEM 動的耐震解析法としてこれま

での既往研究を調査し，建屋の非線形性及び地盤－建物境界部の非線形性について，RC造耐

震壁の試験結果や実サイトの強震記録といった実データもしくは原子炉建屋等の地盤－建物

相互作用の影響が無視できない複雑な構造物を対象とした非線形解析結果との照合を通した

検証等の基礎的な知見の拡充と蓄積が望まれることを示した。 

本章では，このうち建屋の非線形性について，各種情報が開示され，原子炉施設建屋に関

連した信頼性の高いデータとして 1996年に OECD/NEAによる国際解析コンペ，Seismic Shear 

Wall International Standard Problem3-1)で使用された日本の NUPEC による I 型断面耐震壁の

NUPEC振動台試験を選定し，実データとの照合を通した検証から Ghiocel et al.3-2), 3-3), 3-4), 3-5)が

提案する RCの等価線形化手法の適用性を確認する。具体的には，弾性から塑性，終局に至る

までの 5 つの加振レベルに対応した非線形解析及び等価線形解析から，それぞれの解析法の

精度を検証する。 

さらに，本章では，試験体上部スラブの卓越振動数，応答加速度，応答変位，慣性力－変位

関係，床応答スペクトル及び RC 造耐震壁の最大せん断ひずみ度の試験結果との比較から，

等価線形化手法に関する基礎的な知見を蓄積するとともに，それぞれの解析法の特徴を考察

する。なお，本章での成果は，「鉄筋コンクリート耐震壁に対する等価線形解析の適用性検討：

原子炉建屋耐震壁終局応答試験の三次元有限要素法シミュレーション解析」3-6)として 2022 年

3月に原子力学会和文論文誌にて発表している。 
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3.2  NUPEC振動台試験の概要 

3.2.1 試験体の概要 

原子炉施設建屋を対象とした RC造耐震壁の多くは，柱・梁を主体とする一般建築物の RC

造耐震壁と比べ，壁厚が大きく，配筋量も多い。このような特徴を踏まえた試験体の破壊形

式は，既往の試験結果及び同一試験体を対象とした事前の予備解析結果から, 耐震壁のせん

断すべり破壊と考えられ 3-7)，NUPEC 振動台試験では，同破壊モードを考慮した模擬地震波

による加振計画が立案された。Fig. 3-1に旧多度津工学試験所の大型高性能振動台で行われた

NUPEC 振動台試験の RC 造耐震壁の試験体概要を示す。なお, 本解析では U-1 の試験結果を

対象にシミュレーション解析を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-1 Depiction of the test set up of RC shear wall 3-7). (a) Appearance. (b) Plan. (c) Web side 
elevation. 

 試験体の壁体部分の形状は，ウェブ寸法が 75mm × 3000mm，フランジ寸法が 100mm × 

2980mm，内法寸法が 2020mm，シアスパン比 M/QDが 0.8である。重錘は，試験体の上部ス

ラブに付加するものとし，その重さは，壁の軸方向応力度が σ0  = 1.47 MPa（0.15 kgf/mm2）

となるように定めている。その設置状況は，Fig. 3-1に示す通りであり，上部スラブの回転慣

性を小さくして回転動の影響を極力小さくするために，重錘が中央位置に寄せられている。 

試験体の上部スラブウェブ側側面の中央付近には，加振試験中に得られた水平変位波形及

び加速度波形を記録する変位計及び加速度計が設置され，基礎版上端との相対変位及び絶対

加速度が計測されている。 

 ウェブ壁及びフランジ壁のコンクリートには，最大粒形 10mm 以下の豆砂利を用いたコン

クリートが使用され，基礎版及び上部スラブには，呼び強度 25.0 MPa（2.55 kgf/mm2）のレデ

ィーミクストコンクリートが使用されている。コンクリートの材料試験は，加振試験開始時
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に行われ，その平均圧縮強度はウェブ壁及びフランジ壁で 28.6 MPa（2.92 kgf/mm2），基礎版

で 36.9 MPa（3.76 kgf/mm2），上部スラブで 28.2 MPa（2.88 kgf/mm2）であった。 

ウェブ壁の壁筋比（コンクリート断面積に対する鉄筋断面積の比率）は，縦・横ともに pv 

= ph = 1.2 %，使用する鉄筋は D6@70（異形鉄筋，公称直径 6.35 mm，間隔 70 mm）のダブル

配筋である。鉄筋の降伏強度は，材料試験結果より，平均で 383 MPa（39.1 kgf/mm2）であっ

た。 
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3.2.2 加振試験の概要 

NUPEC 振動台試験では，Fig. 3-1 に示す試験体に弾性から塑性，終局に至るまでの 5 つの

加振レベル（RUN1から RUN5）による模擬地震波を用いた破壊試験が行われた。NUPEC振

動台試験で対象となった RUN1から RUN5までの加振レベルを以下に示す。 

 

 RUN1：微小振幅レベルならびに弾性範囲 

 RUN2(RUN2d)：せん断ひびわれ発生時のひずみレベル（せん断ひずみ度γ = 0.24×10-3程

度） 

 RUN3：せん断降伏発生時のひずみレベル（せん断ひずみ度 γ = 0.72×10-3程度） 

 RUN4：せん断ひずみ度 γ = 2.0×10-3程度 

 RUN5：最大耐力近傍（せん断ひずみ度 γ = 4.0×10-3程度） 

 

このとき，RUN2については，得られた応答が上述の加振レベルより小さかったため，RUN3

の前に RUN2d が追加で実施されている。本研究では，RUN1 から RUN5 の加振レベルのう

ち，弾性挙動をしていると考えられる RUN1，RC 耐震壁の損傷度合いが大きい RUN4 及び

RUN5を中心にシミュレーション解析結果を報告する。 
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3.2.3 入力波の概要 

Fig. 3-2 に RUN1 から RUN5 の模擬地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル

を示す。模擬地震波は，試験体の初期弾性域から最大耐力域までの周期領域（約 0.07s から

0.25s）で加速度応答スペクトルが平坦になるよう，目標とするスペクトル形状を定め作成さ

れている。その入力の大きさは，RUN1で 53cm/s2，RUN2d で 304cm/s2（≒RUN1×5.7），RUN3

で 352cm/s2（≒RUN1×6.6），RUN4で 577cm/s2（≒RUN1×10.9）及び RUN5 で 1230cm/s2（≒

RUN1×23.2）である。模擬地震波の継続時間は 12秒，時間刻みは 0.001 秒，入力方向は水平

方向（ウェブ壁面内方向）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-2 Artificial earthquake motions 3-7). (A) Acceleration time history. (B) Acceleration response 
spectra. 

  



－36－ 等価線形化手法に基づく原子炉建屋の三次元 FEM 動的耐震解析法に関する研究 

 

 

3.2.4 試験結果の概要 

Fig. 3-3に RUN1から RUN5終了時のひびわれ状況を示す。U-1試験体では，RUN1終了時

にウェブ壁脚隅角部に小さな斜めひびわれが確認され，RUN2d 終了時にウェブ壁中央部に斜

めせん断ひびわれが発生した。RUN3 から RUN4 にかけてせん断ひびわれの本数が増えはじ

め，RUN5でウェブ壁脚部付近にせん断すべり破壊が生じた。その範囲は，ひびわれが集中す

る脚部よりやや上部（基礎版より高さ約 40cm）に位置し，ウェブ壁を拘束するフランジ壁や

基礎版の影響と見られる破壊形状が確認された。せん断すべり破壊によって生じたコンクリ

ートの崩落範囲を Fig. 3-3（e）に斜線で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-3 Visual observation of cracks for (a) RUN1 (b) RUN2d (c) RUN3 (d) RUN4 and (e) RUN5 3-7) 
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3.3  地震応答解析手法 

3.3.1 非線形解析手法 

非線形解析には伊藤忠テクノソリューションズ（以下，CTC という）社製の FINAS/STAR 

3-8)を用いた。RC材料の非線形性は，Fig. 3-4 (a)に示す RCを層状に置換した積層シェル要素

により考慮する。このとき，RC材料の非線形性は，ウェブ壁の面内の応力－ひずみ度関係の

みで考慮し，面外の変形やフランジ壁の変形は線形として取り扱う。RC造耐震壁を主構造と

する原子炉施設建屋においては，一般に積層シェル要素を用いた非線形解析が行われており，

また，面内方向の応答が支配的な壁構造物においては，①ソリッド要素と同程度の解析精度

が期待できる，②RC材料のモデル化が比較的簡便である，などの理由から本論文においても

積層シェル要素を適用した検討を実施する。 

ウェブ壁のコンクリートは，FINAS/STAR に実装されている力学モデルとして，引張特性

に出雲らのモデル 3-9)（Fig. 3-4 (b)），圧縮特性に前川らのモデル 3-10)（Fig. 3-4 (c)）を与えた。

ひびわれは，前川らの疑似直交 2方向の Smeared Crackモデル 3-10)とし，その発生は引張主応

力度に基づいて判定した。ひびわれが生じた要素のせん断剛性は，前川らのひびわれ面のせ

ん断伝達関数に関する提案式 3-10)を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-4 Modeling of nonlinear characteristics of RC shear walls 3-6) (a) Layered shell element for RC 
(b) Tension (Izumo et al. model) (c) Compression (Maekawa et al. model) 

 コンクリートの圧縮強度は試験結果と同一とし，最大圧縮応力時までの応力－ひずみ度関

係は圧縮側の試験結果と一致させた。コンクリートの引張強度は試験結果と同一とし，鉄筋

との付着に関するパラメータ C は 2.0 とした。ここで, パラメータ C はコンクリートのひび

われとひびわれの間で作用する付着力によって鉄筋からコンクリートへ引張力が伝達される

物理的な現象を表し, その大きさによって RC にひびわれが生じた後のコンクリートの引張

負担能力が決定される。 
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出雲らのモデルは最大引張応力到達後，引張側のひずみ εt が 2εt の領域まで応力－ひずみ

度関係はフラットな形状とし，2εt以降で低減するモデルとした。 

鉄筋は配筋方向に対する単軸材料とし，バイリニア型の復元力特性とした。このとき，復

元力特性の第 2 勾配は初期剛性の 1/100 に設定した。鉄筋とコンクリート間の付着すべりは

非考慮（完全付着）とし，その影響をパラメータ Cで考慮することとした。 

時間積分法は Newmark-β 法とし，β及び γの係数はそれぞれ β = 1/4，γ = 1/2 とした。非線

形解析の反復方法は解析ステップごとに剛性を変化させる接線剛性法とし，3 回まで収束を

求めた。3 回に達しても収束が得られない場合には，残差力を次の解析ステップに持ち越し

た。 

解析時間刻みの大きさは，弾性域での RUN1の感度解析の結果から，RUN毎の塑性進展具

合に合わせた設定とし，RUN1で 0.002秒，RUN2d 及び RUN3で 0.0005 秒，RUN4及び RUN5

で 0.0002秒とした。 

減衰は，初期剛性比例型の内部粘性減衰とし，事前に実施した感度解析から，試験結果を

最も良く説明することができる値として，試験結果の 13.2Hz に対して 0.8%を仮定し，全て

の RUNで同一とした。 

各 RUN の解析は，RC 耐震壁の振動台試験の加振順序に合わせ，自重解析を行った後に，

それぞれの RUNに至るまでの解析を段階的に 1つずつ実施した。このとき，RUN1はほぼ弾

性挙動であるため，この段階的な解析では RUN1 の解析を省略し，RUN2d から順に模擬地震

波を入力した。 
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3.3.2 等価線形解析手法 

等価線形解析には，ASMEが定める原子力の品質保証規格 NQA-1（Nuclear Quality Assurance-

1）に準拠した ACS SASSI3-11)を用いる。Fig. 3-5 に等価線形解析の計算手順を示す。ここで，

Sfはせん断ひずみ度調整係数，Df は減衰調整係数を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-5 Calculation procedure of equivalent linear analysis 3-6) 

 壁の等価剛性及び等価減衰の評価には ACS SASSI の Option NON3-12)を用いる。Option NON

は，ACS SASSI に実装されている解析機能の 1つであり，非線形せん断パネル内の面内せん

断ひずみ度から，パネル毎の等価剛性及び等価減衰を評価する機能である。原子炉施設建屋

の RC 造耐震壁の変形は，曲げ変形に比べせん断変形が卓越することになるため，本論文で

はせん断変形に着目した等価剛性及び等価減衰の評価を実施する。ここで，非線形せん断パ

ネルとは，Fig. 3-5に示す解析者が設定するパラメータの一種で，壁面内の線形のシェル要素

のグループである。パネル毎の等価剛性及び等価減衰は，このグループ四隅の節点の相対変

位から求まる面内せん断ひずみ度より計算され，パネル内の全てのシェル要素に一律で同じ

値が適用される。 

SHAKE3-13)に代表される地盤の等価線形解析では，有効ひずみ度を求める際にひずみ波の

最大値に乗ずる係数（原論文 3-13)では 0.55から 0.65）を設定する必要がある。これと同様に，

Option NONによる RCの等価線形解析でも，非線形応答と等価な剛性及び減衰を求める際に
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せん断ひずみ度調整係数及び減衰調整係数をパラメータとして設定する必要がある。ここで，

せん断ひずみ度調整係数は，地盤の等価線形解析における有効ひずみ係数に相当し，これに

より定まる有効ひずみ度によって非線形せん断パネル内の等価剛性及び等価減衰が計算され

る（Fig. 3-5参照）。一方，減衰調整係数は，SHAKEにはない ACS SASSI独自の設定である。

Option NONでは，等価減衰に減衰調整係数を乗じることで収束計算に用いる有効減衰を求め

ており，当該係数を低減係数として使用することで非線形せん断パネル内の減衰が過大に設

定されることを防ぐことができる。 

これらパラメータの決定に当たっては，後述する耐震壁モデルを対象とした RUN2d 及び

RUN3 の感度解析から条件設定を行うものとした。本章の目的である原子炉建屋等の RC 造

耐震壁への等価線形解析の適用性を判断する上では，建屋が内包する耐震重要設備の評価で

用いる応答加速度が重要となる。このため，せん断ひずみ度調整係数については，0.6から 0.9

までの値に対する感度解析を行い，RUN2d 及び RUN3 の最大応答加速度の試験結果を最も良

好に説明する Sf = 0.7を採用した。 

一方，減衰調整係数については，その値を 0.8 から 1.2まで変化させた感度解析を行ったも

のの，最大応答加速度に与える影響が前述のせん断ひずみ度調整係数ほど見られなかったた

め，調整を行わない値として Df = 1.0を用いた。 

非線形せん断パネルは，耐震壁の上部と下部で塑性進展具合の違いが想定されたことから，

パネルのアスペクト比が 3 程度となり，耐震壁の上部，下部で等価剛性及び等価減衰の繰り

返し計算が可能なモデル化とした。なお，ここでいう耐震壁の上部と下部の塑性進展具合の

違いとは，Fig. 3-3に示す RC耐震壁のひびわれ状況から推定される耐震壁内部の剛性低下の

ばらつきをいい，RUN1 から RUN5 までのひずみレベルを想定した場合に耐震壁脚部から高

さ方向に進展するせん断ひびわれの発生状況をさす。Fig. 3-6に非線形せん断パネルのモデル

化を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-6 Modeling examples of nonlinear RC wall panel for RC shear walls 
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本章では，Fig. 3-6に示す上下の非線形せん断パネルを Panel A，Panel Bと呼称し，それぞ

れに対し，等価剛性及び等価減衰の収束計算を行った。なお，これらパラメータの設定に当

たっては，原子力規制庁による「令和 2 年度地盤－建屋動的相互作用を考慮した原子炉施設

の地震時挙動評価手法の高度化に係る解析検討」3-14)の成果を活用した。 

 Fig. 3-7に RCの等価線形解析として想定した RC造耐震壁の復元力特性を示す。ここで，

k0は初期剛性，keは等価剛性，heqは等価減衰定数，h0は初期減衰定数，ΔW は履歴ループの

1 サイクル当たりの消費エネルギー，W は等価ポテンシャルエネルギー，β は複素減衰定数，

kは複素ばねの実部，k’は複素ばねの虚部，Fcはコンクリートの圧縮強度，Gはコンクリート

のせん断弾性係数，pv,，phは縦，横筋比，sσyは鉄筋降伏応力度，M/QDはシアスパン比，τ1-3

及び γ1-3はそれぞれ第 1 折点から第 3 折点のせん断応力度及びせん断ひずみ度である。図中

の第 1 折点，第 2 折点，第 3 折点は，それぞれ RC 造耐震壁中央付近にせん断ひびわれが生

じ始める目安値，鉄筋が降伏し始める目安値，終局破壊に至る目安値に相当する。このとき，

等価剛性は，履歴ループにおける変位最大点と原点を結ぶ割線剛性で与える。 

等価減衰を表す等価減衰定数は，履歴ループの 1 サイクル当たりの消費エネルギーΔW と

等価ポテンシャルエネルギーWの関係に初期減衰定数 h0を与えて求める。なお，解析におけ

る等価減衰は，複素剛性として考慮した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-7 Relationship between restoring force characteristics and hysteresis curve of RC shear walls 3-6) 

 RC造耐震壁の骨格曲線は，原子炉建屋を対象に実施されたボックス壁や円筒壁等の試験デ

ータに基づき設定された原子力発電所耐震設計技術指針 3-15)（以下，JEAG4601 という）より

定めた。なお, Fig. 3-7中の復元力特性は JEAG4601 の工学単位系を SI単位系に変換したもの

である。 
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履歴曲線は，Option NONに実装されている履歴ルールのうち，Cheng et al.が提案する Cheng-

Mertz shear model3-16)（以下，CMSモデルという）とした。この CMS モデルは，低層の RC造

耐震壁を対象として実施された試験データに基づき定められた履歴ルールであり，荷重－変

形関係やひずみエネルギーの解析で試験結果と遜色のない結果が得られている 3-16)。また，履

歴ルール等の設定方法も詳細に文書化されおり，米国エネルギー省（DOE）や ASCE 等の原

子力に関連する検討に対しても適用実績がある 3-4)。 

有効減衰 heffの上限値は，RUN2d 及び RUN3 を対象とした感度解析の結果を踏まえ，試験

結果の最大応答加速度だけではなく最大応答変位までも良好な対応関係が説明できる値とし

て，ASCE4-163-17)の RC構造物の Response Level 3（JEAG4601 で定めるスケルトンカーブの第

2 折点以降のひずみレベルに相当）で定める 10%の減衰定数を参考に，その値以下の定数と

して 9%のカットオフを RUN4 までの解析で設定した。一方，RUN5については，試験結果が

RC 造耐震壁の終局破壊に至っていること及びカットオフを設けても最大応答変位を良好に

説明することができなかったことから，減衰定数のカットオフを設けなかった。 

 Table 3-1に RUN1から RUN5の等価剛性及び等価減衰を示す。このとき，等価剛性及び等

価減衰は，上下の非線形せん断パネルの平均値として求めた。また，参考として，RUN毎の

剛性低下率 ke/k0及び複素減衰定数 β を併記した。ここで，RUN1は線形解析のため，Table 3-1

に示す等価剛性及び等価減衰は初期剛性及び初期減衰を表す。 

Table 3-1 Equivalent stiffness and equivalent damping for EQ Model 3-6) 

Run No. 

Effective shear 

strain 

 

γe 

(×10-6) 

Equivalent 

stiffness 

 

ke 

(MPa)  

Stiffness 

reduction 

coefficient 

ke/k0 

Equivalent 

damping factor 

 

heq 

(%) 

Complex 

damping factor 

 

β 

(%) 

RUN1 127 996 1.00 1.00 1.00 

RUN2d 421 814 0.82 6.85 6.90 

RUN3 614 589 0.59 9.00 9.11 

RUN4 1400 330 0.33 9.00 9.11 

RUN5 4010 176 0.18 17.7 18.6 

 

 

等価線形解析の繰り返し計算は，n-1 回目と n 回目の等価剛性の変化が 1%以下もしくは，

繰り返し回数上限を 9 回とすることを収束条件とした。収束回数が 9 回を超える場合には，

等価剛性の変化が最も小さい収束条件を採用した。なお，等価線形解析の時間刻みは 0.01秒

とした。 

  



第 3 章 RC造耐震壁に対する等価線形三次元 FEM 解析の適用性検討 －43－ 

 

 

3.4 RC造耐震壁のモデル化 

Fig. 3-8にRC造耐震壁の三次元FEMモデル及び基礎固定時の一次の固有モード図を示す。

このとき，図中の EQモデルは，等価線形解析で使用した三次元 FEM モデル，図中の NLモ

デルは，非線形解析で使用した三次元 FEM モデルを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-8 Modeling of RC shear wall 3-6). (A) 3D FEM models of the RC shear wall (B) Fundamental 
modes of the fixed base 3D FEM models 

 EQ モデルの壁体部は材料特性を線形としたシェル要素，NL モデルの壁体部は材料特性を

非線形とした積層シェル要素でモデル化し，基礎版，上部スラブ及び重錘は線形のソリッド

要素で NLモデル，EQモデルともに共通とした。なお，EQモデルの固有値解析には，ANSYS 

3-18)を用いた。ここで，ACS SASSI による EQモデルの解析では，試験と同様の基礎固定によ

る境界条件を直接設定することができないため，基礎固定と同等の条件となるよう十分剛な

地盤を EQモデルの下にモデル化した。 

 壁体部の要素分割は，試験体上部スラブ中央付近の観測点の応答を精度良くシミュレーシ

ョンすることを念頭に，ウェブ壁の高さ方向で 6分割程度，辺長比で最大 1：3程度とする基

本方針を定め，加振方向に 150mm から 500mm，高さ方向に 200mm から 500mm の範囲でモ

デル化を行った。 

振動解析の場合，要素分割は試験体の変形を求める程度の分割でよく，応力集中を求める

ほど密にする必要はないものの，比較するモデルの固有モードや固有振動数は一致している

必要がある。このため，NL モデル，EQ モデルの基礎位置を固定し，初期剛性に基づく固有

値解析を実施した。 

NL モデル及び EQ モデルの固有振動数は，試験の 13.2Hz と比較してそれぞれ 13.3Hz と

14.1Hz であり，NLモデルが僅かに高めである。これは，NLモデルに設定している双曲線型

の非線形特性の影響であり，後述する RUN1 の伝達関数から求まる卓越振動数と試験結果の
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13.2Hz が一致するよう初期剛性を設定しているためである。Fig. 3-8 より，EQ モデルと NL

モデルの一次の固有モードは，ウェブ壁のせん断変形が卓越しており，使用する有限要素や

メッシュサイズ等のモデル化の違いによる影響は小さいことがわかる。 
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3.5  加振時の RC造耐震壁の応答性状 

3.5.1 卓越振動数及び最大応答値 

Table 3-2に RUN1から RUN5 の卓越振動数，上部スラブの最大応答加速度及び最大応答変

位の解析結果と試験結果の比較を示す。ここで，卓越振動数 f0 は，基礎下端に入力する模擬

地震波に対する上部スラブの応答波形のフーリエスペクトル比（伝達関数）として計算した。

ただし，RUN5は，RC造耐震壁が終局破壊に至っていることを踏まえ，終局破壊以前の解析

結果（0.0秒からおよそ 3.9秒までの解析結果）を用いて伝達関数，最大応答加速度，最大応

答変位を計算した。最大応答変位は，振動台試験と同じ基礎版上端中央付近からの相対変位

として評価した。 

Table 3-2 Comparison of test and model dominant frequency (f0), maximum acceleration response, 
and maximum displacement response of the top slab (The values in parentheses indicate the 

analysis/test ratio.) 3-6) 

Run No. Input 

Acc. 

(cm/s2) 

Test (max. value) Analysis (max. value)d) 

f0
a) 

(Hz) 

Acc. 

(cm/s2) 

Disp. 

(mm) 

NL Model EQ Model 

f0 

(Hz) 

Acc. 

(cm/s2) 

Disp. 

(mm) 

f0 

(Hz) 

Acc. 

(cm/s2) 

Disp. 

(mm) 

RUN1 53 13.2 208 0.29 
13.2 

(1.00) 

204 

(0.98) 

0.29 

(1.00) 

13.3 

(1.01) 

203 

(0.98) 

0.28 

(0.97) 

RUN2d 304  －b) 607 1.05 
11.4 

(－) 

616 

(1.01) 

1.29 

(1.23) 

12.2 

(－) 

606 

(1.00) 

0.98 

(0.93) 

RUN3 352 11.3 704 1.63 
10.9 

(0.96) 

685 

(0.97) 

1.73 

(1.06) 

10.7 

(0.95) 

650 

(0.92) 

1.39 

(0.85) 

RUN4 577 9.0 882 3.72 
9.54 

(1.06) 

937 

(1.06) 

3.69 

(0.99) 

8.42 

(0.94) 

887 

(1.01) 

3.04 

(0.82) 

RUN5c) 1230 7.7 1344 18.2 
7.81 

(1.01) 

1245 

(0.93) 

18.1 

(0.99) 

6.29 

(0.82) 

1324 

(0.99) 

8.18 

(0.45) 
a) Dominant frequency of the test result was calculated by obtaining the transfer function from the small amplitude 

vibration test.  
b) Small amplitude vibration test to calculate the dominant frequency was not conducted before RUN2d because 

the specimen responses in the previous steps (RUN1 and RUN2) were in the elastic region. 
c) The results of RUN5 were calculated as the maximum response values for the results up to around 3.9 s before 

the ultimate fracture. 
d) The color of each cell indicates the maximum difference from the test results, with: 25% or more, black; 15% 

or more, gray; and less than 15%, no color. 

 

 

表中の EQモデルの解析には，DELLのパーソナルコンピュータ（CPU: Intel(R) Xeon(R) CPU 

E5-1650 v3 @3.70GHz，メモリ: 128GB）を，NLモデルの解析には，HPのパーソナルコンピ

ュータ（CPU: Intel(R) Xeon(R) CPU E5-1630 @3.70GHz，メモリ: 32GB）を使用した。EQモデ

ルの計算時間については，使用したパーソナルコンピュータの性能に差があるため，直接の

比較は難しいものの，NL モデルに比べ 0.70 倍から 0.10 倍程度（RUN1 から RUN5）の短縮

が見られた。 
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 Table 3-2 より，RUN2d の NL モデルの最大応答変位，RUN4 の EQ モデルの最大応答変位

で試験結果との差異がやや大きいものの，RUN5の EQモデルの最大応答変位を除けば，いず

れの解析ケースも，最大応答加速度で試験結果との差異が 10%以内，最大応答変位で 25%以

内に収まっており，試験結果と良好な対応関係にある。また，NLモデルによる非線形解析結

果は，既往の同一試験を対象としたシミュレーション解析結果 3-19), 3-20), 3-21), 3-22)と比較しても

同程度の精度で最大応答加速度及び最大応答変位を再現することができている。なお，EQモ

デルの最大応答変位は，RUN4 及び RUN5 で過小評価となっているが, この傾向は，3.3.2 項

で設定したせん断ひずみ度調整係数を RUN2d 及び RUN3 の最大応答加速度に最も良く一致

するよう定めたことが一因である。このため，RUN5 で終局破壊以前に計測された最大応答

変位は，18.2mmであるが，EQモデルの最大応答変位はこれを大きく下回る結果となった。 

このせん断ひずみ度調整係数の設定によっては，試験結果の最大応答変位に最も良く一致

するよう解析条件を定めることも可能ではあるが，単純に係数を調整した場合，最大応答加

速度を過大評価することに繋がるため，留意が必要である。等価線形解析の適用性を考える

上では，3.3.2 項で定めたせん断ひずみ度調整係数他，パラメータの設定は，1 つの知見とし

て捉えることはできるものの，これら設定について，改良の余地は十分に残されているもの

と考えられる。 
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3.5.2 試験結果と非線形及び等価線形応答の比較 

ここでは，3.2節で定める弾性から塑性，終局に至るまでの 5つの加振レベル（RUN1から

RUN5）による模擬地震波が RC造耐震壁の試験体の応答加速度，応答変位，慣性力－変位関

係，床応答スペクトル及び最大せん断ひずみ度の応答性状に与える影響を NL モデルによる

非線形応答と EQモデルによる等価線形応答の比較から明らかにする。 

(1)  上部スラブの加速度及び変位時刻歴波形 

Fig. 3-9及び Fig. 3-10 に RUN1，RUN4及び RUN5 の上部スラブの加速度応答波形，変位応

答波形の試験結果と解析結果の比較を示す。RUN1 は弾性挙動を示していると考えられ，試

験結果と解析結果で良好な対応関係にあり，最大値や波形形状も合致している。 

RUN4は，加振レベルをγ = 2.0×10-3程度に設定していることから，RC造耐震壁のせん断

ひびわれの本数が急激に増え始めており，RUN1 に比べ波形の長周期化が見られる。解析結

果は，いずれのモデルも 4.5秒付近まで試験結果の波形形状を良く再現しており，その傾向を

良く捉えているものの，4.5秒以降は，解析結果と試験結果の間で差異が大きい。これは，4.5

秒の直前に試験結果が最大応答加速度を経験していることから，試験結果の塑性進展具合を

解析でうまく捉えられていないことが一因と考えられる。 

RUN5では，3.9秒付近で試験体にせん断すべり破壊が生じ，試験結果ではそれ以降，波形

が長周期化している。加速度応答の解析結果は，いずれのモデルも試験体にせん断すべり破

壊が生じる 3.9秒付近までその傾向を良く再現している。一方，変位応答は，NLモデルで良

好な対応関係を示しているものの，EQモデルでは破壊直前の最大値を十分に再現しきれてい

ない。これは，せん断ひずみ度調整係数等の値を試験結果の最大応答加速度に良く一致する

よう設定したことが一因と考えられるものの，試験結果に含まれる破壊に至る直前の急激な

応答の変化に対しては，等価線形解析の適用限界と考えられる。 
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Fig. 3-9 Comparison of analysis and test on acceleration response of top slab for (A) NL Model and 
(B) EQ Model 3-6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-10 Comparison of analysis and test on displacement response of top slab for (A) NL Model and 
(B) EQ Model 3-6)  
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(2)  上部スラブの慣性力－変位関係 

Fig. 3-11 に RUN1，RUN4 及び RUN5 の加速度応答波形に上部スラブと付加マスの質量を

乗じて求めた慣性力と上部スラブの変位応答波形の関係を示す。なお，EQ モデルの解析は，

複素剛性に履歴減衰が含まれているため，完全な線形関係を示さず，楕円状のループを描く

結果となっている。また，RUN5では，試験結果が 3.9秒付近で最大耐力に達した後，大きな

履歴ループを描くため，本図においては最大耐力に達するまでの波形を用いて慣性力－変位

応答関係の比較を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-11 Comparison of analysis and test on inertia force-displacement relationships for (A) NL 
Model and (B) EQ Model 3-6) 

 RUN1 は線形であり，NL モデルに比べ EQ モデルの履歴ループの膨らみがやや大きい。

RUN4 では，耐震壁の非線形化がかなり進行しており，試験結果の履歴ループの膨らみが顕

著になっている。いずれのモデルも最大慣性力付近まではその傾向を良く捉えている。しか

し，EQモデルでは試験結果に含まれる履歴ループの膨らみを十分に現しきれていない。RUN5

では，試験結果の変位応答がおよそ 10mm に達したときに最大耐力が表れ，その後，大きな

履歴ループを描くとともに，非線形性が強くなっている。いずれのモデルも試験前半の最大

耐力までは比較的良く再現している。 

一方で，NL モデルでは変位応答がおよそ 5.5mm のときに最大耐力に達しており，試験結

果の履歴ループと比較して最大耐力に達するまでの傾き（剛性）に差がある。これは，Fig. 3-9
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及び Fig. 3-10 より，試験結果が最大応答加速度に達するより前に NL モデルが最大応答加速

度を示しているためと考えられ，NLモデルの変位応答が試験結果の変位応答に比べ小さいこ

とから，NLモデルの剛性が試験結果の剛性に比べやや高く設定されていることが一因と考え

られる。 

試験後半の最大耐力に達した後は，破壊が進行し，試験結果にさらに大きな履歴ループが

現れ始める。NLモデルでは，最大耐力に達した後の比較的大きな履歴ループに対しても良好

な対応関係が見られ，その傾向を良く追跡している。一方で，EQモデルはその傾向を十分に

再現することができていない。 

(3)  上部スラブの加速度応答スペクトル 

Fig. 3-12に RUN1，RUN4 及び RUN5の上部スラブの加速度応答スペクトル（減衰定数 h = 

5 %）の試験結果と解析結果の比較を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-12 Comparison of analysis and test on acceleration response spectra of top slab for (A) NL 
Model and (B) EQ Model 3-6) 

 RUN1は，これまでの比較で見られたように，応答スペクトルが試験結果と良く一致する。

RUN4 では，試験体の非線形性がかなり進展しているため，試験結果のピーク位置が長周期

側にずれるとともに，RUN1 で見られた単峰のピークが 2つに分割されている。RUN5では，

このピークが 3つに分割され，中央のピークが最も大きい。これは，応答スペクトルを求め
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る際に加振時間全てのデータを使用しているためであり，加振初期に現れる低周期側のピー

クが，加振中に進行する試験体の塑性状況に応じて長周期側に移行しているものと考えられ

る。 

RUN4の解析結果は，いずれのモデルも 0.1秒付近の試験結果のピークと一致しており，加

振初期の応答を良く捉えている。RUN5では，NLモデルで 3つに分割された試験結果のピー

クを良く再現しているのに対し，EQ モデルでは中央付近のピークと良好な対応関係にある。

EQモデルは，加振中に現れるせん断すべり破壊等の急激な応答の変化を再現することができ

ないため，平均的な応答である中央付近のピークを捉えているものと考えられる。 

(4)  ウェブ壁の最大せん断ひずみ度 

Fig. 3-13 に RUN4 及び RUN5 のウェブ壁の最大せん断ひずみ度の NL モデルと EQ モデル

の比較を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-13 Comparison of maximum shear strain of web wall for (A) RUN4, (B) RUN5 3-6) 

 NL モデルは，シェル要素毎に RC 材料の非線形性を考慮しているため，RUN4 で 

γ = 2.0×10-3を超える要素が耐震壁の対角線上に現れ，破壊が耐震壁脚部から進展していく様

子がわかる。RUN5 では，耐震壁上部を除く全ての範囲で破壊を示すせん断ひずみ度 γ = 

4.0×10-3を超える要素が現れており，特に耐震壁中央部から下部にかけて最大せん断ひずみ度

が γ = 5.0×10-3を超えている。その傾向は，Fig. 3-13に示す RUN4終了時及び RUN5終了時の

ひびわれ状況と比較して，試験結果に見られる耐震壁脚部よりやや上部，中央寄りに発生し

たせん断すべり破壊を再現するまでには至らないものの，ある程度精度良く塑性進展具合を

捉えることができているものと考えられる。 

一方で，EQ モデルは，Fig. 3-6 に示すとおり，ウェブ壁の上下を 2 枚の非線形せん断パネ

ルに等分割し，それぞれのパネルに対して等価剛性及び等価減衰を評価しているため，RUN4，

RUN5 の最大せん断ひずみ度の評価においては，耐震壁上部と下部で非線形せん断パネルを

用いたことによる差が生じている。このとき，ウェブ壁内部の塑性化の程度は，耐震壁下部

の方が大きく，最大せん断ひずみ度は RUN4で γ = 1.5×10-3程度，RUN5で γ = 4.1×10-3程度を
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示している。その傾向は，Fig. 3-3のひびわれ状況と比較して，パネル毎に等価剛性を評価し

ている影響もあり，その範囲内である程度平均化された概略的な塑性進展具合を再現してい

るものと考えられる。 
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3.6 まとめ 

原子炉施設の RC 造耐震壁の非線形挙動を考慮した三次元 FEM による地震応答解析では，

これまで RC構成則を用いた非線形解析が一般的に行われてきた。一方，海外では，振動数に

依存しない複素減衰を用いた周波数領域での建屋－地盤相互作用解析が主流のため，Twostep 

approachや Ghiocel et al.等の等価線形的なアプローチにより，その非線形性を近似的に考慮す

る試みが行われてきた。 

本章は，このうち後者の考えに基づき，過去に OECD/NEAによる国際コンペで使用された

NUPEC振動台試験を対象に，弾性から終局に至るまでの試験結果（RUN1 から RUN5）に対

する等価線形解析の適用性を検討した。なお，本章では，比較のために RC構成則による非線

形解析も実施し，等価線形解析と同様の視点で考察を行った。その結果，以下に示す知見が

得られた。 

 

(1) NL モデルによる非線形解析は，既往のシミュレーション解析結果と比較して同程度の精

度で最大応答加速度及び最大応答変位を再現することができた。また，RUN1 から RUN5

までの弾性から終局に至るまで（せん断ひずみ度 γ = 4.0×10-3程度まで）の卓越振動数，最

大応答加速度及び最大応答変位の試験結果と良く一致した。さらに，応答加速度及び応答

変位の波形形状，慣性力－変位関係，加速度応答スペクトル，RC 造耐震壁のせん断ひず

み度においても試験結果と良好な対応関係が得られた。 

(2) これに対し EQ モデルは，復元力特性に JEAG4601 の骨格曲線，履歴曲線に CMS モデル

を用い，せん断ひずみ度調整係数に 0.7 を採用することで，NL モデルと同等の最大応答

加速度を RUN5まで再現することができた。最大応答変位については，等価減衰の上限に

9%のカットオフを設けることで，RUN4（せん断ひずみ度 γ = 2.0×10-3程度まで）までの最

大応答変位に良好な対応関係が見られた。さらに，RUN1 から RUN4 までの卓越振動数，

応答加速度及び応答変位の波形形状，慣性力－変位関係，加速度応答スペクトルにおいて

も NL モデルと同等の試験結果を再現することができた。一方で，RUN5 のせん断すべり

破壊時の応答性状は，試験結果に含まれる破壊直前の急激な応答特性の変化に伴う変位の

増大までは再現できず，NLモデルよりも応答変位を過小評価する結果となった。 

(3) (2)に示すとおり，EQ モデルは，RUN4 までの応答で NL モデルと同程度の応答が期待で

きるものの，現状，以下のような課題があるものと考えられる。 

 本章における等価剛性及び等価減衰の設定は，JEAG4601 の骨格曲線，CMSモデルに

依存しているため，地盤の等価線形解析で見られる任意の G-γ曲線及び h-γ曲線に

対応した評価となっていない。また，その設定は，複数の要素を 1 つにグルーピング

した非線形せん断パネルに対して行われるため，要素毎に収束計算を行う非線形解析

結果と比較して，局所的に生じる最大せん断ひずみ度を捉えることができていない。 

 地盤の非線形解析では，等価線形解析の適用範囲として支持地盤の剛性低下率の平均

値で 0.7 の下限値が示されているものの，RC の等価線形解析においては同様の下限
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値が示されていない。本章で一応の適用範囲を示したものの，せん断ひずみ度調整係

数や減衰調整係数，非線形せん断パネル等の設定に関するより定量的な検討が必要で

ある。 

 

以上，本章では，RC材料の非線形性の影響を近似的に評価する等価線形解析手法に着目し，

(2)に示す解析条件を設定することで，RUN4（せん断ひずみ γ = 2.0×10-3程度）までの非線形

解析結果と同等の解析精度が得られることを確認した。原子炉施設建屋の耐震安全性評価で

は，基準地震動 Ssに対する検討として RC造耐震壁に対し γ = 2.0×10-3以下の許容限界を定め

ており，RUN4までの解析精度があれば，本手法は十分有用であるといえる。 

一方で，本手法は，せん断ひずみ度調整係数他，パラメータ設定が限定的であり，限られ

たケースでの検討であることから，1つの知見として捉えることはできるものの，原子炉建屋

等の原子炉施設に適用するためには，より複雑な建屋やそのほかの試験結果との照合を通し

た十分な検証が必要であると考えられる。これについては，次章でさらなる検討を行うもの

とする。 
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第4章 原子炉建屋に対する等価線形三次元 FEM 解
析の適用性検討 

 
 
 

4.1  はじめに 

前章では，Ghiocel et al.4-1), 4-2), 4-3), 4-4)が提案する RCの等価線形化手法の適用性検討として，

OECD/NEAによるNUPEC振動台試験 4-5)を対象に非線形解析及び等価線形解析によるシミュ

レーション解析を行い，同手法による解析精度が RUN4（せん断ひずみ度 γ = 2.0×10-3程度）

までの非線形解析結果と同程度であることを明らかにした。 

一方で，これら検討は，原子炉建屋等の地盤－建物相互作用の影響が無視できない複雑な

構造物に対する検討までは行われておらず，実際の建屋の応答精度までは不明確なままであ

った。このため，等価線形化手法の適用範囲を原子炉施設を対象とした実務レベルに拡張し

ていくためには，地盤との相互作用を考慮した実大規模の建屋によるさらなる検証が必要と

考えられる。 

そこで本章では，RC の等価線形化手法の原子炉施設への適用性を確認することを目的に，

2013 年に IAEA で行われた KARISMA ベンチマーク解析 4-6)で使用された ABWR の柏崎刈羽

原子力発電所 7 号機原子炉建屋を対象に，ある理想的な地盤条件下での地盤－建物連成系の

等価線形三次元 FEM 解析を実施する。 

さらに，本章では，比較のため，RC 構成則による非線形三次元 FEM 解析も実施し，等価

線形解析と同様の視点で考察を行う。これにより，原子炉建屋を対象とした RC の等価線形

化手法の原子炉施設への適用性に関する基礎的な検討を実施する。なお，本章での成果は，

「原子炉建屋の等価線形三次元 FEM 解析による地盤－建物連成系地震応答に関する基礎的

検討」4-7)及び「Applicability of Equivalent Linear Three-Dimensional FEM Analysis of Reactor 

Building to the Seismic Response of a Soil-Structure Interaction System」4-8)としてそれぞれ 2022年

4月の日本建築学会構造工学論文集 Vol. 68B，2022 年 7月の SMiRT26にて発表している。 
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4.2  地震応答解析手法 

4.2.1 非線形解析手法 

非線形解析には，3章と同じ FINAS/STAR4-9)を用いる。RC材料の非線形性は，Fig. 3-4 (a)

に示す RCを層状に置換した積層シェル要素により考慮する。RCの力学的挙動は，壁の面内

の応力度－ひずみ度関係のみで考慮し，面外の変形は線形として取り扱う。Fig. 4-1に RC材

料の非線形特性を示す。 

壁のコンクリートは，FINAS/STAR に実装されている力学モデルとして，引張特性に出雲

らのモデル 4-10)（Fig. 4-1 (a)参照），圧縮特性に前川らのモデル 4-11) （Fig. 4-1 (b)参照）を与え

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-1 Modeling of nonlinear characteristics of RC shear walls 4-7) 

 ひびわれは，前川らの疑似直交 2方向の Smeared Crack モデル 4-11)とし，その発生は引張主

応力度に基づいて判定した。ひびわれが生じた要素のせん断剛性は，前川らのひびわれ面の

せん断伝達関数に関する提案式 4-11)を用いた。 

コンクリートの圧縮特性及び引張特性は，KARISMA ベンチマーク解析で提案された土木

学会（Japan Society of Civil Engineers; 以下，JSCEという）の JSCE Guideline for Concrete No.15 

4-12)による応力度－ひずみ度関係と同値になるよう設定した。ここで，鉄筋とコンクリートの

間の付着すべりは非考慮（完全付着）とし，その影響を鉄筋との付着に関するパラメータ C

により考慮した。パラメータ C は，最大引張後の応力度－ひずみ度関係を JSCE の形状に近

似させるため，C = 0.4とした。鉄筋は配筋方向に対する単軸材料とし，バイリニア型の復元

力特性とした。このとき，復元力特性の第 2勾配は初期剛性の 1/100とした。 

時間積分法は Newmark-β 法とし，β及び γ の係数はそれぞれ β =1/4，γ =1/2 とした。非線形

解析の反復方法は解析ステップ毎に剛性を変化させる接線剛性法とし，3 回まで収束を求め

た。3 回に達しても収束が得られない場合には，残差力を次の解析ステップに持ち越した。な

お，非線形解析の時間刻みは 0.001 秒とした。  
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4.2.2 等価線形解析手法 

等価線形解析には，3章と同じ ACS SASSI4-13)を用いる。壁の等価剛性及び等価減衰は，ACS 

SASSI の Option NON4-14)により非線形せん断パネル内の面内せん断ひずみ度から評価する。

このとき，せん断ひずみ度調整係数 Sf及び減衰調整係数 Dfは，3章のシミュレーション解析

結果を基に，Sf = 0.7，Df = 1.0 を非線形せん断パネル毎に設定した。一方，非線形せん断パネ

ルは，高さ方向で 2 分割とした 3 章のシミュレーション解析において壁のせん断ひずみ度が

非線形解析結果に対し過小評価される傾向にあったことから，これを改善するため，階高 1

分割，通り芯間 1分割程度（開口部周辺を除く）になるよう設定した。 

Fig. 4-2に非線形せん断パネルの原子炉建屋へのモデル化例を示す。ここで，図中の色別表

示されたシェル要素のグループが非線形せん断パネルである。なお，建屋モデルの詳細は後

述する 4.3節を参照されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-2 Modeling examples of nonlinear RC wall panel for reactor building 4-7) 

 Fig. 4-3に RCの等価線形解析として想定した RC造耐震壁の復元力特性を示す。ここで，

k0は初期剛性，keは等価剛性，heqは等価減衰定数，h0は初期減衰定数，ΔW は履歴ループの

1 サイクル当たりの消費エネルギー，W は等価ポテンシャルエネルギー，β は複素減衰定数，

k は複素ばねの実部，k’は複素ばねの虚部，τ1-3及び γ1-3はそれぞれ第 1 折点から第 3 折点の

せん断応力度及びせん断ひずみ度である。 

図中の第 1 折点，第 2 折点，第 3 折点は，それぞれ RC 造耐震壁中央付近にせん断ひびわ

れが生じ始める目安値，鉄筋が降伏し始める目安値，終局破壊に至る目安値に相当する。こ

のとき，等価剛性は，履歴ループにおける変位最大点と原点を結ぶ割線剛性で与える。等価

減衰を表す等価減衰定数は，履歴ループの 1 サイクル当たりの消費エネルギーΔW と等価ポ
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テンシャルエネルギーW の関係に初期減衰定数 h0を与えて求める。なお，解析における等価

減衰は，複素剛性として考慮した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-3 Relationship between restoring force characteristics and hysteresis curve of RC shear walls 
for reactor building 4-15) 

 RC 造耐震壁の骨格曲線には JEAG4601 による 3 折れ点のスケルトンカーブ 4-16)を，履歴曲

線には Cheng et al.が提案する CMS モデル 4-17)を用いた。有効減衰 heffの上限値は，3章のシミ

ュレーション解析結果を基に，試験結果の最大応答加速度を最も良好に説明しつつ，最大応

答変位の改善が期待できる heff = 9 %を設定した。ここで，建屋中央部の円筒状の RCCVの壁

は，Option NONによる等価線形解析の適用ができないため，代替的に当該階に生じるせん断

ひずみ度レベルに応じた等価剛性及び有効減衰を 3 章のシミュレーション解析結果より推定

した。 

等価線形解析の繰り返し計算は，非線形せん断パネルの剛性低下率 ke/k0にパネルの体積 V

で重み付き平均した次式により収束判定を行った。 

 

𝑅𝑖 𝑒𝑞 =

 
𝑘𝑒_𝑗𝑖

𝑘0_𝑗𝑖

𝑛
𝑗=1 𝑉_𝑗𝑖

 𝑉_𝑗𝑖
𝑛
𝑗=1

 

 

(4.1) 

𝑟𝑖 _𝑘 =
𝑅𝑒𝑞 _𝑘𝑖 − 𝑅𝑒𝑞 _𝑘−1𝑖

 𝑅𝑒𝑞 _𝑘 + 𝑅𝑒𝑞 _𝑘−1𝑖𝑖  /2
 

 

(4.2) 

 

ここで，iReqは i 階の RC造耐震壁の塑性具合を表した係数，ike_jは i 階の j番目の非線形せ

ん断パネルの等価剛性，ik0_jは i 階の j 番目の非線形せん断パネルの初期剛性，iV_jは i 階の j

番目の非線形せん断パネルの体積，ir_kは i 階の k 回目と k-1 回目の iReqの残差を示す。建屋

を対象とした等価線形解析では，階毎に式(2)に示す収束判定を行い，k 回目と k-1 回目の残
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差 ir_kが 1%以下もしくは，繰り返し回数上限が 9 回に達することを収束条件とした。収束回

数が 9回を超える場合には，式(2) の残差 ir_kが最も小さいケースを収束条件とした。なお，

等価線形解析の時間刻みは 0.01秒とした。 

以上の設定により，本章で示す等価線形解析では，Fig. 4-3に示す復元力特性を基準とした，

非線形解析より求まるτ－γ関係と概ね等価な関係となる等価剛性及び有効減衰をせん断ひ

ずみ度調整係数，減衰調整係数，非線形せん断パネルのパラメータより計算し，個々の有限

要素の応答を評価する。 
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4.3 原子炉建屋のモデル化 

本節では，4.2節で設定した解析手法及び解析条件に基づく非線形及び等価線形三次元 FEM

のモデル化について述べる。なお，ここで用いる地盤は，RC 材料の非線形性が建屋応答に及

ぼす影響に着目するため，複雑な地盤構成及び地盤の非線形化による相互作用への影響を排

除した，文献 4-18 に示す実地盤とは異なる BWR の原子炉建屋の平均的な地盤物性（地盤の

せん断波速度 Vs = 880m/s の一様地盤）を仮定する。 

同様の観点で，建屋応答への影響が懸念されるタービン建屋等の隣接建屋との相互作用，

地下外壁側面に生じる剥離・滑り及び基礎底面に生じる基礎浮き上がり等の地盤－建物境界

部の非線形挙動についても本章の検討対象外とし，その影響を排除した地盤－建物境界部を

固着条件とする原子炉建屋単独の三次元 FEM モデルによる基礎的な検討を実施する。 
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4.3.1 建屋のモデル化 

Fig. 4-4に建屋の代表的な平面図及び断面図を示す。建屋は，KARISMAベンチマーク解析

で対象となった ABWRの柏崎刈羽原子力発電所 7号機原子炉建屋とする。原子炉建屋の主た

る構造は，RC 造（一部 SRC 造及び鉄骨造）で，鉄骨造陸屋根を有する屋根トラスで構成さ

れる地上 4階，地下 3階の建屋である。 

平面形状は，56.6m（南北（North-South; 以下，NSという）方向）×59.6m（東西（East-West;

以下，EW という）方向）であり，基礎版下端から屋根スラブ上端までの高さは 63.4mで，地

上からの高さは 37.7m である。建屋中央部には，RCCVがあり，厚さ 5.5m の RC造のベタ基

礎の上に設置し，建屋と一体の構造となっている。なお，図中の T.M.S.L.は東京湾平均海面を

意味する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-4 Key plans and key cross section of the reactor building 4-19) 

 Table 4-1に建屋の構造材料を，Table 4-2に使用材料の物性値を示す。コンクリート及び鉄

筋の強度は，IAEA4-6)の Structural Material Properties を参考に設定した。RC材料は 4.2節に示

す非線形もしくは等価線形の 2種類とし，鉄骨材料は線形のみとした。 

Table 4-1 Structural materials 4-7) 

Material 
Structural 

parts 

Measured concrete strength 

or 

steel reinforcement tensile strength 

(MPa) 

Concrete 
Basemat 44.1 

Structure 49.0 

Steel  490  
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Table 4-2 Structural material properties 4-19) 

Structural parts 

or types 

Young’s  

modulus 

Shear modulus  

of elasticity 

Poisson’s  

ratio 

Weight  

density 

E G ν γc 

(MPa) (Mpa)   (kN/m3) 

Basemat 29,000 12,100 0.20 23.5 

Structure 31,300 13,100 0.20 24.0 

Steel reinforcement 205,000 － － 77.0 

Steel 205,000 79,000 0.30 77.0 

 

 

Table 4-3に建屋の階レベルと重量を示す。建屋の重量は，IAEA4-6)に示されている質点系モ

デルの重量分布と一致するように三次元 FEM モデルとの差分を床レベル位置で密度調整し

た。 

Table 4-3 Floor level and weight distribution of lumped mass stick model (LMSM) and 3D FEM model 4-19) 

R/B       RCCV       

Floor 

Elevation 
Weight 

(kN) 

 

Floor 

Elevation 
Weight 

(kN) 
T.M.S.L. (m)  T.M.S.L. (m) 

LMSM 3D FEM model  LMSM 3D FEM model  

RF 49.70 49.70 － 43.95 39,760              

CF 38.20 43.95 － 34.95 80,820              

4F 31.70 34.95 － 27.60 86,110  4F 31.70 34.95 － 27.60 93,200 

3F 23.50 27.60 － 20.80 86,400  3F 23.50 27.60 － 20.80 158,100 

2F 18.10 20.80 － 15.20 56,460  2F 18.10 20.80 － 15.20 104,900 

1F 12.30 15.20 － 8.55 82,650  1F 12.30 15.20 － 8.55 203,200 

B1F 4.80 8.55 － 1.55 81,700  B1F 4.80 8.55 － 1.55 126,500 

B2F -1.70 1.55 － -4.95 82,900  B2F -1.70 1.55 － -4.95 139,500 

B3F -8.20 -4.95 － -10.95 349,200              

Basemat -13.70 -10.95 － -13.70 220,300              

      Total 1,991,700        

 

 

Fig. 4-5 に建屋モデルを示す。建屋は，NL モデルの壁を積層シェル要素（Fig. 3-4 参照），

EQモデルの壁をシェル要素とし，それ以外は共通の，基礎版をソリッド要素，床スラブをシ

ェル要素，柱・梁をビーム要素，屋根スラブを構成する斜材・束材・水平ブレースを一次元の

ロッド要素でモデル化した。壁と基礎版の接合部は，自由度の異なる異種要素の接合となり，

単純にシェル要素とソリッド要素を組合せるとピン支持として扱われてしまうため，壁のシ

ェル要素を基礎版下端まで埋め込み，シェル要素の回転自由度を考慮する設定とした。 
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メッシュサイズは，2.0m を目安として平面の通り芯間及び立面のフロア間が 4～5 分割と

なるように設定した。壁・床の開口部は，開口の大きさが概ね 2.0m2以上となる主要な開口部

のみを対象に建屋モデルに反映した。格納容器内部の大型機器は，重量のみを考慮し，機器

が取り付けられている当該階の床スラブに等分布荷重として入力した。 

建屋モデルの節点数及び要素数は，それぞれ 14540，18493であり，NL モデル，EQモデル

共に共通とした。なお，ここでいう NL モデル，EQモデルは，3章と同じ，非線形解析，等

価線形解析で使用した原子炉建屋の三次元 FEM モデルを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-5 Structural model 4-7) 

 NLモデルの建屋の減衰はレーリー減衰とし，後述する基礎固定時の NS 方向及び EW 方向

の一次固有振動数の平均値及び上下（Up-Down; 以下，UDという）方向の一次固有振動数に

対してコンクリートの減衰定数 hcが hc = 5 %，鉄骨の減衰定数 hsが hs = 2 %と一致するよう

設定した。EQモデルの建屋の減衰は複素減衰とし，コンクリートの減衰定数 hcを hc = 5 %，

鉄骨の減衰定数 hsを hs = 2 %とした。 
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4.3.2 地盤のモデル化 

地盤は，文献 4-18に示す地盤のコントラストの無い理想的な一様地盤とした。Table 4-4に

地盤物性を，Fig. 4-6に地盤－建物相互作用を考慮した NLモデルの地盤モデルを示す。ここ

で，Fig. 4-6 に示す一様地盤は，BWRの原子炉建屋が立地する敷地のせん断波速度 Vsを基に

計算した平均値 4-18)であり，本検討では，表層地盤を含む全ての地層でこの理想的な地盤条件

を仮定した。 

 

Table 4-4 Soil properties4-18) 

Shear wave vel. (Vs) (m/s) 880 

Primary wave vel. (Vp) (m/s) 2320 

Poisson ratio (ν) 0.416 

Unit weight (γ) (kN/m3) 19.9 

Damping constant (h) (%) 3  

 

 

 

 

Fig. 4-6 Soil model for NL model 4-7) 

 NL モデルの地盤は，FEM のソリッド要素で基礎幅の 5 倍程度まで水平方向に一様地盤と

してモデル化した。建屋モデルを除く地盤モデルの節点数及び要素数は，それぞれ 330513，

314400である。メッシュサイズは，建屋のメッシュサイズを参考に，実建屋の解放基盤表面

（T.M.S.L.－155m）までモデル化した。地盤モデルの側面境界は相対する側面の節点の並進

変位を同一と仮定する周期境界（繰り返し境界），底面境界は粘性境界とした。なお，地盤側

面の周期境界は，後述する EQ モデルの薄層要素法と異なる条件となるため，境界条件の違

いが建屋応答に与える影響が小さくなるよう，地盤モデルの平面サイズを大きめに設定した。 

EQモデルの地盤は，薄層要素法によりモデル化した。薄層要素法は，地盤の水平方向の波

動伝搬を解析的に考慮し，上下方向を薄い層に離散化してその間を直線の変位関数で規定す

ることにより FEM的に扱う。このため，上下方向のメッシュサイズはNLモデルと同一とし，

T.M.S.L.-155m まで 42 層の薄層でモデル化した。このとき，地盤モデルの底面境界は粘性境

界とした。なお，薄層要素法では，地盤を薄層に分割し，水平方向には波動方程式を満足す

る連続体の解を組み合わせているため，側面境界の設定は不要である。 

NL モデルの地盤の減衰はレーリー減衰とし，後述する地盤－建物連成時の NS 方向及び

EW 方向の一次固有振動数の平均値と建屋基礎固定時の UD 方向の一次固有振動数に対して
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地盤の減衰定数が Table 4-4 の減衰定数と一致するような設定とした。一方，EQ モデルの地

盤の減衰は複素減衰とし，Table 4-4に示す減衰定数を設定した。 

ここで，レーリー減衰の特性を定義する 2つの振動数（以下，f1，f2という）の設定に当た

っては，地盤－建物連成時の UD方向の一次固有振動数（2.51Hz）を f2とした場合，NS方向

と EW 方向の平均値から求まる f1（1.32Hz）と近接するため，f2以降の高振動数帯で減衰が過

大となる。このため，本検討では，建屋基礎固定時の UD 方向の一次固有振動数（11.00Hz）

を f2とし，f1と f2に対して同一の減衰定数を設定した。 
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4.3.3 相互作用のモデル化 

相互作用は，一体解法（NL モデル）及び動的サブストラクチャー法（EQ モデル）により

考慮した。ここで，NLモデルは，建屋と周辺地盤を 1つのモデルとして地盤モデル下端に入

力動を与えることにより地盤－建物連成系の応答を評価した。EQモデルは，建屋と周辺地盤

をそれぞれの系に分離し，埋め込み部分の建屋の質量，剛性から当該地盤の質量，剛性を差

し引いて解析する容積法により地盤－建物連成系の応答を評価した。 

なお，本検討では，相互作用モデルの違いが建屋応答に与える影響を小さくするため，建

屋を同一モデルとするとともに，地盤を Vs = 880 m/s の理想的な一様地盤によりモデル化し

た。 
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4.4  入力地震動 

入力地震動は，水平 2 方向及び鉛直方向の 3 方向同時入力とし，日本電気協会による応答

スペクトル 4-20)に適合する波形を Noda et al.4-21)の方法に基づき作成した。Fig. 4-7 (A)に入力地

震動の地表面位置（T.M.S.L. +12.0m）の加速度時刻歴波形を，Fig. 4-7 (B)に同加速度応答スペ

クトル（減衰定数 h = 5%）を示す。このとき，NS 方向，EW 方向の地震動は，同位相の入力

とした。解析の継続時間は，NL モデルで主要動である 9 秒付近から 29 秒付近の 20 秒間，

EQモデルで全ての解析時間を対象とした。 

なお，NLモデルの主要動の設定に当たっては，加速度応答スペクトルが Fig. 4-7 (B)に示す

全解析時間の加速度応答スペクトルと主要な周期帯で一致すること及び線形解析による結果

が主要動と全解析時間の間でほぼ変わらないことを事前検討により確認した。 

最大応答加速度は，基準地震動 Ss
4-22)相当の地震動として，地表面位置に水平方向で 600cm/s2，

鉛直方向で 400cm/s2を与えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-7 Seismic input motions at ground level for (A) Acceleration time histories, (B) Acceleration 
response spectra 4-7) 
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4.5  原子炉建屋の地震応答性状 

4.5.1 固有値及び卓越振動数 

4.3節に示す建屋モデルの妥当性確認として，NLモデルを代表に，その基礎位置を固定し，

初期剛性に基づく固有値解析を行った。Table 4-5に NLモデルの固有振動数を，Fig. 4-8に NL

モデルの一次の固有モード図を示す。Table 4-5には，比較用として KARISMAベンチマーク

解析参加者から提出された基礎固定時の固有振動数の平均値を示す。 

本論文では，IAEAによる KARISMAベンチマーク解析を基に 4.4節に示す建屋のモデル化

を行った。このため，ここでは，同一の情報を基に他の研究者が作成した解析モデルとの比

較が適切と考え，その妥当性を確認する。同様に，固有モード図についても，外壁と内壁が

バランス良く配置された原子炉建屋においては，一般に一次の固有モードが支配的となるた

め，本論文においても一次の固有モード図を図示することにより，その妥当性を確認する。 

Table 4-5 Comparison of fundamental frequencies 4-7) 

 Fundamental frequency (Hz) 

NS EW UD 

NL model 4.19 4.79 11.00 

Mean of the IAEA 4.56 4.96 8.22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-8 Fundamental vibration modes of the fixed base NL model 4-7) 

 Table 4-5 より，NL モデルの固有振動数は，IAEA4-6)の平均値に対して若干の差異が見られ

るものの，NS，EW 方向ともに一次の固有振動数は概ね一致している。一方，UD方向につい

ては，NL モデルと IAEA4-6)の平均値との間で比較的大きな差異が見られる。これは，NL モ

デルでは屋上階（T.M.S.L.+49.7m）（Roof Floor; 以下，RF という）と CF（T.M.S.L.+38.2m）

の床スラブが連成する面外方向の応答を一次モードとして捉えているのに対し（Fig. 4-8 参
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照），IAEA4-6)の平均値は RF の床スラブ単独の応答を一次モードとして捉えているためと考

えられる。 

KARISMA ベンチマーク解析では，屋根スラブのモデル化方法に違いがあるために UD 方

向の一次固有振動数で 3.11Hz から 14.21Hz の大きな差異が見られる。また，同一建屋を対象

とした文献 4-23 の三次元 FEM モデルにおいても基礎固定時の UD 方向の一次固有振動数は

10.59Hz となっており，同様のモデル化を行った場合には，UD方向についても概ね妥当に対

応する結果と考える。 

 次に，相互作用モデルの妥当性確認として，建屋の剛性を初期剛性とした固有値解析（NL

モデル）を行い，EQモデルより求まる CF四隅の卓越振動数の平均値と比較を行う。ここで，

EQモデルの卓越振動数は，T.M.S.L.-155m の位置で定義した E+Fの入力動に対する応答波形

のフーリエスペクトル比（伝達関数）として求めた。 

Table 4-6 にそれぞれのモデルの水平方向の固有振動数と卓越振動数の比較を示す。なお，

ACS SASSI には，固有値解析を行う機能が無いため，ここでは，代替的に NL モデルの固有

振動数と EQ モデルの卓越振動数を比較した。Table 4-6 より，NL モデルの固有振動数及び

EQモデルの卓越振動数は，NS，EW 方向ともに良好な対応関係にあり，両者の差は小さいこ

とがわかる。 

Table 4-6 Comparison of fundamental and dominant frequencies 4-7) 

 Fundamental and dominant frequencies (Hz) 

NS EW 

NL model 1.32 1.32 

EQ model 1.37 1.37 
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4.5.2 非線形応答と等価線形応答の比較 

ここでは，4.4 節で定める基準地震動 Ss 相当の入力地震動が原子炉建屋の最大せん断ひず

み度，最大せん断応力度，最大応答加速度，最大応答変位，加速度応答スペクトルの応答性

状に与える影響を NL モデルによる非線形応答と EQ モデルによる等価線形応答の比較から

明らかにする。 

(1)  外壁の最大せん断ひずみ度及び最大せん断応力度 

Fig. 4-9 (a)(b)に NLモデル及び EQモデルのせん断ひずみ度分布を，Fig. 4-9 (c)にせん断ひ

ずみ度比分布を建屋各階の外壁に対して示す。ここで，せん断ひずみ度比分布は NL モデル

のせん断ひずみ度に対する EQモデルのせん断ひずみ度の比率として求めた。図中の分布は，

NS 方向，EW 方向のうち，建屋剛性が小さく，応答の大きい NS 方向（西壁：RA 通り，東

壁：RG通り）の有限要素毎の最大せん断ひずみ度を示す。 

Fig. 4-9 (a)(b)の評価においては，参考値として RC造耐震壁の骨格曲線で定めた第 1折点及

び第 2折点のせん断ひずみ度（γ1～γ2）並びに基準地震動 Ssに対する RC造耐震壁の許容限界

（γ = 2.0×10-3）4-22)を階毎にプロットした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-9 Comparison of maximum shear strain and strain ratio distributions of external walls in NS 
direction 4-7) 
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 Fig. 4-9 (a)(b)より，せん断ひずみ度分布は，いずれのモデルも, 1階（1st Floor; 以下，1Fと

いう）（ T.M.S.L.+12.3m）付近及びオペレーティングフロアの床レベルである 4F

（T.M.S.L.+31.7m），CF（T.M.S.L.+38.2m）でせん断ひずみ度が大きい。個々の有限要素を見

ると，一部で第 2折点のせん断ひずみ度 γ2を上回るものの，許容限界（γ = 2.0×10-3）及び最

大耐力に相当する第 3折点のせん断ひずみ度（γ3 = 4.0×10-3）は十分に下回っている。 

 次に，NLモデルと EQモデルを比較すると，EQモデルは塑性化が進む 1Fより上層で個々

の要素が第 1 折点を超え始めており，全体的に EQ モデルのせん断ひずみ度が NL モデルの

せん断ひずみ度より大きい傾向にある。また，Fig. 4-9 (c)より，そのせん断ひずみ度比は塑性

化の進む 1F 付近，4F 及び CF でばらつきが大きく，RC 材料の非線形性を RC 構成則もしく

は等価剛性により考慮した影響が見られる。 

さらに，個々の要素に着目するとせん断ひずみ度比は概ね 1.0を上回っており，EQモデル

のせん断ひずみ度がNLモデルのせん断ひずみ度より大きめに評価されていることがわかる。

これは，3章の NUPEC振動台試験のシミュレーション解析でせん断ひずみ度が過小評価され

ていたことを踏まえると，Fig. 4-2 に示す非線形せん断パネルの分割方法を階高 1分割，通り

芯間 1分割程度に改めたことが影響を及ぼしているものと考えられる。 

 Fig. 4-10 (a)(b)に NLモデル及び EQモデルのせん断応力度分布を，Fig. 4-10 (c)にせん断応

力度比分布を建屋各階の外壁に対して示す。図中の分布は，Fig. 4-9と同様，建屋剛性が小さ

く，応答の大きい NS 方向（西壁：RA 通り，東壁：RG 通り）の有限要素毎の最大せん断応

力度（Fig. 4-10 (a)(b)）及びそのせん断応力度比分布（Fig. 4-10 (c)）である。このうち Fig. 4-10 

(a)(b)には，参考値として RC 耐震壁の骨格曲線で定めた第 1 折点から第 3 折点までのせん断

応力度（τ1～τ3）を階毎にプロットした。 

 Fig. 4-10 (a)(b)より，せん断応力度分布は，いずれのモデルも，1F付近，4F及び CFでせん

断応力度が大きい。これら床レベルの応答値は，多くの要素で第 1 折点のせん断応力度 τ1及

び第 2折点のせん断応力度 τ2を上回る。その値は，一部で第 2折点のせん断応力度 τ2を大き

く上回り，第 3折点のせん断応力度 τ3に近づくものの，τ3を超えることはない。 

このような傾向は，Fig. 4-9のせん断ひずみ度分布と同様といえるものの，応答レベルが Fig. 

4-9より大きい。これは，本研究の NLモデルで仮定した RC構成則（Fig. 4-1参照）が Fig. 4-9 

(a)(b)及び Fig. 4-10 (a)(b)にプロットした第 1 折点から第 3 折点のせん断ひずみ度，せん断応

力度と必ずしも一致する訳ではなく，また，RC構成則に基づく個々の要素の τ-γ 関係が同図

の骨格曲線より大きめに収束したことで，このような差異が生じたものと考えられる。 

 次に，NL モデルと EQ モデルを比較すると，EQ モデルは，塑性化が進む 1F 付近，4F 及

び CF で概ね NL モデルを上回り，応答を大きめに評価していることがわかる。これは，Fig. 

3-5に示す等価線形解析で設定したパラメータ（せん断ひずみ度調整係数，減衰調整係数，非

線形せん断パネル）の影響により，EQ モデルの個々の要素の τ-γ 関係が NL モデルの τ-γ 関

係と概ね同等，もしくはそれより大きい値に収束したためと考えられる。 

また，Fig. 4-10 (c)のせん断応力度比分布に着目すると，その比率は概ね 1.0 を上回るもの

の，Fig. 4-9 (c)のせん断ひずみ度比分布より応答レベルが小さい。このようなことからも，EQ
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モデルの τ-γ 関係から得られる等価剛性は NL モデルの剛性よりもやや柔らかい緩やかな勾

配を持つ剛性に収束しており，両者を比較したときにせん断応力度よりせん断ひずみ度の方

が大きめに評価されやすかったものと考えられる。 

なお，これら等価線形解析で設定したパラメータのうち，減衰調整係数は 1.0の低減を見込

まない値としているため，同係数がせん断ひずみ度及びせん断応力度に与える影響は小さい。

一方，非線形せん断パネルは，3章よりも高さ方向で分割方法を粗めの設定としているため，

同パネル内の個々の要素の応答増大に一定程度影響を与えているものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-10 Comparison of maximum shear stress and stress ratio distributions of external walls in NS 
direction 4-7) 

 これらせん断ひずみ度分布及びせん断応力度分布の形状を視覚的及び空間的に把握するた

め，Fig. 4-11に Fig. 4-9 (c)のせん断ひずみ度比及び Fig. 4-10 (c)のせん断応力度比の度数分布

図を，Fig. 4-12に NLモデルと EQモデルのコンター図による比較を示す。ここで，Fig. 4-11

は相対的に塑性化の影響が大きい 1F，4F，CFの応答比を，Fig. 4-12は応答の大きかった西壁

（RA通り）の有限要素毎の最大せん断ひずみ度及び最大せん断応力度である。また，Fig. 4-11

中の Nは要素数，μは平均値，σ は標準偏差，c.o.v.は変動係数（σ/μ）を示す。 
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Fig. 4-11 Histograms at 1st floor (1F), 4th floor (4F) and crane floor (CF) of line RA external wall for 
(A) Strain ratio, (B) Stress ratio 4-7) 

 Fig. 4-11 (A)より，1F，4F及び CFのせん断ひずみ度比は平均で 1.0を上回っており，多く

の要素で EQモデルが NL モデルより大きいことがわかる。このような傾向は Fig. 4-11 (B)の

せん断応力度比でも見られ，Fig. 4-11 (A)のせん断ひずみ度比と比べると平均値や標準偏差，

変動係数が小さく，ばらつきも小さい。 

これら度数分布図の形状より，一部 1F の平均値で 1.0 を若干下回る値が見られるものの，

塑性化の進む範囲の多くで EQ モデルは NL モデルと概ね同等，もしくはそれより大きめの

関係にあるものと考えられる。 

 次に有限要素毎の最大せん断ひずみ度及び最大せん断応力度の空間的な分布形状に着目す

る。（Fig. 4-12参照）Fig. 4-12 (A)より，EQモデルの最大せん断ひずみ度は，1Fの開口隅角部

や直交する外壁の開口部周辺，4F 開口部周り等の相対的に剛性の低い範囲で NL モデルの最

大せん断ひずみ度を局所的に下回るものの，全体的に EQ モデルの方が応答を大きめに評価

していることがわかる。 

また，塑性化の程度が大きい建屋上部の CF中央付近において，NLモデルの最大せん断ひ

ずみ度が約 0.86×10-3 になるのに対し EQ モデルの最大せん断ひずみ度は約 1.25×10-3 であ

り，EQモデルの方が大きい。このような傾向は，Fig. 4-12 (B)の CFの最大せん断応力度でも

見られるものの，Fig. 4-12 (A)と比べると NLモデルと EQモデルの差は小さい。これと同様

な傾向は Fig. 4-9から Fig. 4-11でも見られ，両者は良い対応関係を示していることがわかる。 
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 さらに Fig. 4-12 (B)より，EQモデルの最大せん断応力度は，Fig. 4-12 (A)と同様に，開口部

周辺で NLモデルをやや下回る傾向を示すものの，1F，4F及び CFで EQモデルが NLモデル

を上回る。また，建屋上部の CF 中央付近の最大せん断応力度は，NL モデルの最大値で約

6.40MPa，EQ モデルで約 6.68MPa となり，EQ モデルの方が大きい。このような空間的な分

布形状からも，EQ モデルは，塑性化が進む範囲において，NL モデルよりもせん断ひずみ度

及びせん断応力度を大きめに評価する傾向にあることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-12 Comparison of NL model and EQ model of line RA external wall for (A) Shear strain 
contour, (B) Shear stress contour 4-7) 

(2)  外壁の最大応答加速度及び最大応答変位 

Fig. 4-13 にそれぞれのモデルの加速度コンターを示す。図中のコンターは，応答の大きか

った NS方向の北壁（R7通り：面外方向）及び西壁（RA通り：面内方向）の節点毎の最大応

答加速度を示す。 

 Fig. 4-13 より，いずれのモデルも埋め込み部を境界に上部構造で応答値が大きくなる傾向

にあり，同一の壁内部でも要素毎の加速度に差異が見られ，4F壁の中央付近上部の面外及び

CF上部の面内で応答が大きい。Fig. 4-13 (A)の面外方向の応答は，NLモデルと EQモデルを

比較すると，埋め込み部を境界として上部構造の壁面内にせん断ひびわれの影響と見られる

局部的な応答の差異が見られるものの，全体的に NL モデルの傾向を良く捉えており，その

差異は小さいと考える。 

一方で，Fig. 4-13 (B)の EQモデルの面内方向の応答は，NLモデルと比較して，定性的には

概ね一致した傾向にあるものの，CF上部の一部で NLモデルを下回る。これは，Fig. 4-12 で

見られたせん断ひずみ度及びせん断応力度の差異や直交する外壁の面外方向の応答の影響と

考えられ，局部的に塑性化が進む一部範囲でこのような差異が生じやすいものと考えられる。 
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Fig. 4-13 Comparison of NL model and EQ model of acceleration response contour for (A) Line R7 
external walls (out-of-plane), (B) Line RA external walls (in-plane) 4-7) 

 次に，節点毎の最大応答変位の差異に着目する。Fig. 4-14 にそれぞれのモデルの応答変位

コンターを示す。図中の応答変位は，基礎版下端中央付近からの相対変位として評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-14 Comparison of NL model and EQ model of displacement response contour for (A) Line R7 
external walls (out-of-plane), (B) Line RA external walls (in-plane) 4-7) 

 Fig. 4-14 より，いずれのモデルも加速度コンターと同様，埋め込み部を境界に上部構造で

応答が大きくなることがわかる。また，NLデルとEQモデルの面外方向の応答を比較すると，

壁面内の全体的な差異は小さく，EQモデルの方が若干大きい。（Fig. 4-14 (A)参照）面内方向

の応答についても，全体的に NLモデルと EQモデルは概ね同等であり，一部で EQモデルが

NLモデルよりやや大きい傾向にある。（Fig. 4-14 (B)参照） 
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(3)  床上の加速度応答スペクトル 

次に，RC 耐震壁が非線形化していると考えられる NS 方向の 4F 及び RF 床上の 4 点の加

速度応答スペクトル（減衰定数 h = 5%）を比較する。（Fig. 4-15及び Fig. 4-16参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-15 Comparison of acceleration response spectra of 4 nodes at 4F 4-7) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-16 Comparison of acceleration response spectra of 4 nodes at RF 4-7) 

 4F及び屋上階四隅の節点の中央に位置する東西南北の床上 4点の応答スペクトルは，いず

れも 0.2秒付近に卓越周期を有しており，面内方向（西壁，東壁）より面外方向（南壁，北壁）

のピーク位置の振幅が大きい。また，南北の床上の応答スペクトルには，壁の面外応答の影

響と見られる 0.1 秒から 0.15秒付近のピークが確認でき，東西の床上に対して短周期側の振
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幅が大きくなっている。このような傾向は 4F（Fig. 4-15）と RF（Fig. 4-16）で同様と言える

ものの，振幅レベルは屋上階の方が大きい。 

NL モデルと EQ モデルを比較すると，RC 造耐震壁のせん断ひびわれの影響と見られる細

かなスペクトル形状の違いが 0.15 秒以下の短周期側に表れており，この周期帯において NL

モデルが EQモデルをやや上回る傾向にある。これは，EQモデルの加速度応答スペクトルが

RC 材料の非線形性を等価剛性及び有効減衰に置き換えて複素周波数応答解析上で評価して

いるためであり，NLモデルのようにその影響を時々刻々の時刻歴応答解析上で追跡していな

いためと考えられる。 
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4.6  まとめ 

本章では，RC材料の非線形性の影響を近似的に評価する等価線形解析手法に着目し，柏崎

刈羽原子力発電所 7 号機原子炉建屋を対象とした非線形解析結果との比較から，当該手法の

解析精度を検討した。本検討により得られた知見を以下に示す。 

 

(1) 外壁の最大せん断ひずみ度及び最大せん断応力度 

EQモデルによる等価線形解析では，ひずみ度レベルの増大に伴い，埋め込み部を境界に上

部構造で建屋の塑性化が進み，塑性化の程度の大きい 1F，4F，CFの壁の最大せん断ひずみ度

で，NLモデルによる非線形解析と概ね同等もしくはそれより大きい最大せん断ひずみ度が得

られた。このような結果は，3章の NUPEC振動台試験のシミュレーション解析と異なる傾向

といえるものの，最大せん断ひずみ度を NLモデルと同程度とするため，RCの等価線形解析

で用いる非線形せん断パネルの設定を壁高 1 分割，通り芯間 1 分割程度に改めた影響と考え

られる。 

同様に，最大せん断応力度に対しても，建屋の塑性化が進む範囲で NL モデルと同等もし

くはより大きな結果が得られた。これに加え，NLモデルに対する EQモデルのせん断応力度

比は，最大せん断ひずみ度の応答比と比べ全体的に値が小さく，ばらつきも小さい傾向にあ

った。これは，本章で定めた等価線形解析の条件設定では，建屋の塑性化が進む範囲でその

剛性を低めに評価する傾向にあり，最大せん断ひずみ度と比較して，最大せん断応力度を小

さめに計算しやすかったものと推定される。 

(2) 外壁の最大応答加速度及び最大応答変位 

EQモデルによる外壁の面内・面外方向の最大応答加速度及び最大応答変位は，一部局部的

に塑性化が進むクレーン階上部の加速度で NL モデルを下回る傾向が見られるものの，全体

的に NLモデルの分布形状を良く捉えた結果が得られた。 

(3) 床上の加速度応答スペクトル 

4F 及び屋上階東西南北の壁中央に位置する床上の加速度応答スペクトルでは，NL モデル

と EQ モデルの間でせん断ひびわれの影響と見られる短周期側の形状の差異が見られるもの

の，卓越振動数等の主要なピークやその幅，振幅等で NL モデルと良好な対応関係にあるこ

とを示した。 

 

なお，これら(1)から(3)に示す傾向のうち(2)及び(3)は，3章の NUPEC 振動台試験を対象と

した既往研究とほぼ同様の結果である。 

 上述のとおり，文献 4-18に示す標準的な地盤条件下での原子炉建屋に対する等価線形解析

は，基準地震動 Ss相当の大地震を想定した応答で非線形解析と概ね同様もしくはそれより大

きい解析結果が期待できるものの，現状，以下のような課題があるものと考えられる。 

 非線形せん断パネルによる等価剛性及び有効減衰の評価は，外壁や内壁，補助壁等の主

要な耐震要素のみを対象としている。このため，円筒状の RCCV 壁や基礎版・床スラブ
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等の面材，柱や梁等のフレーム材に対しては，その非線形性を間接的に評価するに留ま

っており，将来的に直接評価できるような機能が拡張された際は，さらなる追加の検証

が必要である。 

 地盤の非線形解析では，等価線形解析の適用範囲として支持地盤の剛性低下率の平均値

で 0.7 の下限値 4-22)が示されているものの，RC の等価線形解析においては同様の下限値

が示されていない。 

 本章及び 3 章で一応の適用範囲を示したものの，等価線形解析の条件設定に関するより

定量的な検討が必要である。 

 

以上，本章では，原子炉建屋の主たる耐震要素である RC 造耐震壁の非線形応答性状に着

目し，等価線形解析の原子炉施設への適用性に関する基礎的な検討を実施した。一方で，本

手法は，等価線形解析に関する条件設定が限定的であり，限られた入力地震動及び理想的な

地盤条件での基礎的な検討であることから，1つの知見として捉えることはできるものの，原

子炉建屋等の実建屋に適用するためには，より複雑な地盤の影響を考慮した地盤－建物相互

作用解析やその他の試験結果との照合を通した十分な知見の蓄積が必要であると考える。こ

れについては，今後の課題としたい。 
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第5章 原子炉建屋の剥離・滑りを考慮した三次元
FEM地盤－建物相互作用解析 

 
 
 

5.1 はじめに 

前章では，Ghiocel et al.5-1), 5-2), 5-3), 5-4)が提案する RCの等価線形化手法の適用性検討として，

IAEA による KARISMA ベンチマーク解析 5-5)で使用された柏崎刈羽原子力発電所 7 号機原子

炉建屋を対象に基準地震動 Ss
5-6)相当の地震動による非線形及び等価線形三次元 FEM 解析か

ら，同手法による解析結果が非線形解析結果と概ね同様もしくはそれより大きい，保守的な

傾向となることを明らかにした。 

一方で，これら RCの等価線形化に関する検討は，RC 材料の非線形性が建屋応答に及ぼす

影響に着目するため，複雑な地盤構成及び地盤の非線形化による相互作用への影響を排除し

た，文献 5-7)に示すある理想的な地盤条件下（地盤のせん断波速度 Vs = 880m/sの一様な地盤）

での検討であった。 

このため，地下外壁側面の地盤の剥離・滑り及び基礎底面に生じる基礎浮き上がり等の地

盤－建物境界部の非線形挙動については，4章の検討対象外としており，同手法を実務レベル

に拡張していくには，今後，これら非線形挙動に対しても何らかの等価線形化を図る必要が

ある。しかし，地盤－建物境界部の非線形性は，2章で述べたとおり，埋め込みを有する建屋

の耐震安全性を適切に評価する上で極めて重要であるといえるものの，実地盤及び実建屋の

情報から剥離・滑りを含む実際の非線形挙動を精度良く評価するためには，非線形解析を主

体とした基礎的な検証による実現象のより一層の解明が必要と考える。 

そこで本章では，後述するジョイント要素による非線形三次元 FEM 解析に着目し，同解析

より得られる非線形解析結果から，地下外壁側面の地盤の剥離・滑りが原子炉建屋の応答に

与える影響を明らかにする。すなわち，4章と同一建屋を対象とした実地盤，実建屋及び実観

測記録に基づく非線形解析を主体とした詳細な地盤－建物相互作用解析から，本章で使用す

る非線形解析手法及び解析モデルの妥当性を確認する。そのために，本章では，以下の 2 種

類の解析モデルを用いて地下外壁側面の地盤の剥離・滑りが建屋の最大応答加速度分布，建

屋側面及び基礎版底面の土圧性状に与える影響を明らかにする。 

 

 Model A：地盤等価線形，地盤－建物境界部固着，建屋線形による三次元 FEM モデル 

 Model B：地盤等価線形，地盤－建物境界部を非線形，建屋線形による三次元 FEMモデル 

 

 本章ではまず 5.2 節で地盤－建物相互作用を考慮した建屋のモデル化と地震応答解析手法

について示す。建屋は ABWR の柏崎刈羽原子力発電所 7 号機原子炉建屋とし，地盤は IAEA 
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5-5)に基づく実地盤とする。地盤－建物境界部は，節点共有の固着条件とした Model A 及びジ

ョイント要素により当該部の非線形性を考慮した Model Bの 2種類とする。これに 2007年新

潟県中越沖地震の本震時に建屋で観測された波形を元に作成した地震動を入力する。 

5.3 節では三次元 FEM モデルによるシミュレーション解析から本章で使用する地震応答解

析手法及び地震応答解析モデルの解析精度を明らかにする。これに加え，地盤の剥離・滑り

が最大応答加速度，建屋側面及び底面の土圧性状の局部的な応答に与える影響を明らかにす

る。なお，本章での成果は，「3D FEM Soil-Structure Interaction Analysis for Kashiwazaki–Kariwa 

Nuclear Power Plant Considering Soil Separation and Sliding」5-8)として 2021 年 6 月に Frontiers 

Media S.A.社の Frontiers in Built Environment にて発表している。 
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5.2  非線形解析手法 

非線形解析には，3章及び 4章と同じ FINAS/STAR5-9)を用いる。Model A及びModel Bの三

次元 FEMモデルはいずれも Newmark-β法（β = 1/4，γ = 1/2）による時刻歴応答解析とし，そ

れぞれ線形解析，非線形解析により応答を求める。RCの力学的挙動はModel A，Model Bと

もに線形とし，地下外壁側面に生じる剥離・滑りの非線形挙動のみ，Model B で考慮する。 

Model Bの非線形解析における反復方法は接線剛性法とし，3回まで収束を求めた。3回に

達しても収束が得られない場合には，残差力を次の解析ステップに持ち越した。解析の時間

刻みは，Model Aの線形解析で 0.01 秒，Model Bの非線形解析で 0.001秒とした。なお，Model 

Bの地盤－建物境界部の詳細は後述する 5.3.3項を参照されたい。 
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5.3  原子炉建屋のモデル化 

本節では，Model A 及び Model B の線形及び非線形三次元 FEM のモデル化について述べ

る。なお，ここで用いる地盤－建物境界部は，地下外壁側面の地盤の剥離・滑りが建屋応答

に及ぼす影響に着目するため，基礎－底面地盤間の基礎浮き上がり等の非線形挙動の影響を

排除した，既往研究 5-10)と同じ当該境界部を固着条件とした基礎的な検討を実施する。 
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5.3.1 建屋のモデル化 

Fig. 5-1 (A)に建屋の代表的な平面図及び断面図を示す。建屋は，4章と同じ KARISMAベン

チマーク解析で対象となった柏崎刈羽原子力発電所 7 号機原子炉建屋のみとし，隣接する建

屋の影響は考慮しない。 

原子炉建屋の主たる構造は，RC 造（一部 SRC 造及び鉄骨造）で，鉄骨造陸屋根を有する

屋根トラスで構成される地上 4 階，地下 3 階の建屋である。平面形状は，56.6m（NS 方向）

×59.6m（EW 方向）であり，基礎版下端から屋根スラブ上端までの高さは 63.4m で，地上か

らの高さは 37.7m である。建屋中央部には，RCCVがあり，厚さ 5.5mの RC造のベタ基礎の

上に設置し，建屋と一体の構造となっている。 

なお，図中の 7-R1 及び 7-R2 は建屋内で観測波形が記録された地震計の設置位置である。

7-R1 は 3 階（3rd Floor; 以下，3F という）に設置された地震計の位置を，7-R2 は地下 3 階

（3rd Basement Floor; 以下，B3Fという）に設置された地震計の位置を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5-1 Depiction of structural model. 5-8) (A) Key plans and key cross section of the building. (B) 
Detailed structural model. 
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 Table 5-1 に使用材料の物性値を示す。使用材料の物性値は，文献 5-5 を参考に設定した。

RC 材料及び鉄骨材料は，同一建屋を対象としたこれまでの既往研究 5-11), 5-12)を参考に線形と

仮定した。 

Table 5-1 Structural material properties 5-8) 

Structural parts 

or materials 

Young's 

modulus 
Shear modulus  

Poisson's 

ratio 
Specific weight  

E G ν γ 

(N/mm2) (N/mm2)   (kN/m3) 

Foundation 29,000 12,100 0.20 23.5 

Structure 31,300 13,100 0.20 24.0 

Steel reinforcement 205,000 － － 77.0 

Structural steel 205,000 79,000 0.30 77.0 

 

 

Table 5-2 に建屋の階レベルと重量を示す。建屋の重量は，文献 5-5 に示されている質点系

モデルの重量分布と一致するように三次元 FEM モデルとの差分を床レベル位置で密度調整

した。 

Table 5-2 Floor level and weight distribution of LMSM and 3D FEM model 5-8) 

RB       RCCV       

Floor 

Elevation 
Weight 

(kN) 

 

Floor 

Elevation 
Weight 

(kN) 
T.M.S.L. (m)  T.M.S.L. (m) 

LMSM 3D FEM model  LMSM 3D FEM model 

RF 49.70 49.70 - 43.95 39,760              

CF 38.20 43.95 - 34.95 80,820              

4F 31.70 34.95 - 27.60 86,110  4F 31.70 34.95 - 27.60 93,200 

3F 23.50 27.60 - 20.80 86,400  3F 23.50 27.60 - 20.80 158,100 

2F 18.10 20.80 - 15.20 56,460  2F 18.10 20.80 - 15.20 104,900 

1F 12.30 15.20 - 8.55 82,650  1F 12.30 15.20 - 8.55 203,200 

B1F 4.80 8.55 - 1.55 81,700  B1F 4.80 8.55 - 1.55 126,500 

B2F −1.70 1.55 - −4.95 82,900  B2F −1.70 1.55 - −4.95 139,500 

B3F −8.20 −4.95 - −10.95 349,200              

Base −13.70 −10.95 - −13.70 220,300              

       Total 1,991,700        

 

 

Fig. 5-1 (B)に建屋モデルを示す。建屋は，Model A，Model Bで共通とし，基礎版をソリッ

ド要素，床スラブ・壁をシェル要素，柱・梁をビーム要素，屋根スラブを構成する斜材・束

材・水平ブレースを一次元のロッド要素でモデル化した。壁と基礎版の接合部は，シェル要
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素とソリッド要素との回転変形の連続性を図るため，壁のシェル要素を基礎版下端まで埋め

込んだ。 

メッシュサイズは，2.0m を目安として平面の通り芯間及び立面のフロア間が 4～5 分割と

なるように設定した。壁・床の開口部は，開口の大きさが概ね 2.0m2以上となる主要な開口部

のみを対象に建屋モデルに反映した。格納容器内部の大型機器は，重量のみを考慮するもの

とし，機器が取り付けられている当該階の床スラブに等分布荷重として入力した。 

なお，クレーン階及び屋上階のモデル化は，4 章の固有値解析の UD方向において，IAEA5-

5)の平均値との間で若干の差異が見られたことから，屋根スラブとトラス部の接合条件を変え

るなど，水平方向の応答には影響を与えない程度の軽微な変更を加えた。 

Model A，Model Bの建屋の減衰はレーリー減衰とし，後述する基礎固定時のNS方向（4.18Hz）

及び EW方向（4.81Hz）の一次固有振動数の平均値及び UD方向（11.74Hz）の一次固有振動

に対してコンクリートの減衰定数 hcが hc = 5%，鉄骨の減衰定数 hsが hs = 2%と一致するよう

な設定とした。 
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5.3.2 地盤のモデル化 

地盤は，IAEA5-5)が示す実地盤とした。Fig. 5-1 (A)に地盤物性を，Fig. 5-1 (B)に地盤－建物

相互作用を考慮した地盤モデルを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5-2 Depiction of soil model. 5-8) (A) Soil properties. 5-5) (B) Soil model considering soil-structure 
interaction. 

 地盤は，ソリッド要素で基礎幅の 5 倍程度まで水平方向に成層地盤としてモデル化した。

メッシュサイズは，Bolisetti et al.5-13)を参考に，表層地盤の解析上限振動数が 15Hz 程度となる

よう鉛直方向のせん断波速度 Vs に応じて 1.0m～7.125m の範囲で，T.M.S.L.－90.0m（H = 

102.3m）までモデル化した。ここで実地盤の解放基盤面は，T.M.S.L.－155m であるものの，

地盤及び建屋三次元 FEM モデルの計算負荷低減のため，既往の土方ら 5-10)の研究を参考に

Rock に分類される西山層表層の T.M.S.L.－90.0m までのモデル化とした。 

一方で，Gatti et al. 5-14)は，柏崎刈羽原子力発電所のサービスホールの borehole array 及び 5

号機原子炉建屋の borehole array で記録された 2007 年新潟県中越沖地震の本震及び余震によ

る interferometry analysis から T.M.S.L.－100m 以深の地盤層序の不確実性の影響を指摘してい

る。このため，筆者は，T.M.S.L. －90.0m の地盤モデルを採用するに当たって，工学的基盤

（T.M.S.L. －155m）までの地盤層をモデル化した地盤－建物相互作用モデルによる感度解析

から，これら地盤層序が建屋の観測点の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルに与え

る影響は，5.4 節で後述する 2007 年新潟県中越沖地震観測記録を用いた地震動の入力方法に

おいては，小さいことを確認している。 
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 地盤モデルの側面境界は相対する側面の節点の並進変位を同一と仮定する周期境界（繰り

返し境界），底面境界は粘性境界とした。このとき，地盤モデル底面の粘性境界は，Fig. 5-2 (A)

の地盤物性より求まる粘性係数を有するダッシュポットを介して地盤モデル下端の半無限地

盤と結ばれる。 

地震動は，5.4 節で後述する方法により求まる加速度時刻歴波形を地盤モデル下端より 2E

波で入力する。このとき，系全体の運動方程式は，半無限地盤より上方の地盤の振動を表す

運動方程式と粘性境界の基本式を連成させることで解いている。 

本検討における地盤－建物相互作用解析では，地盤モデルとして IAEA5-5)で求められた地

盤の等価線形解析結果を用いた。ここで用いる等価線形解析結果は，SHAKE5-15)等に代表され

る重複反射理論に基づいた一次元波動伝播解析であり，時間変化に応じた地盤の非線形性状

を無視したものである。精緻な解析ではないものの，原子炉施設の耐震解析で最も一般的な

解析方法の 1つであり，地盤及び建屋三次元 FEM モデルの計算負荷低減に大きな成果が見込

めることから，本検討ではこの方法を採用する。 

なお，2007 年新潟県中越沖地震時の地盤の最大せん断ひずみ度は，土方ら 5-10)の地盤の材

料非線形性を考慮した逐次非線形解析により，支持岩盤の西山層で 0.1%程度，表層の砂層の

一部で 1%程度となることが確認されている。よって，本研究では，地盤は等価線形解析の適

用範囲であると考え，等価剛性及び等価減衰により地盤をモデル化する。Fig. 5-3に等価せん

断波速度及び等価減衰定数の分布図を示す。この等価地盤物性に対し地盤－建物相互作用を

考慮した三次元 FEM モデルである Model Aの固有値解析を行い，地盤モデルの減衰を設定し

た。 

Model A及び Model Bの地盤モデルの減衰はレーリー減衰とし，地盤－建物連成時の NS方

向（1.21Hz）及び EW方向（1.21Hz）の一次固有振動数の平均値と後述する建屋基礎固定時の

UD 方向（11.74Hz）の一次固有振動数に対して地盤の減衰定数 hsが Fig. 5-3 に示す各層の等

価減衰定数 heq と一致するような設定とした。 
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Fig. 5-3 Distribution of equivalent shear wave velocity and damping ratio 5-8)   
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5.3.3 地盤－建物境界部のモデル化 

Model Aの地盤－建物境界部は，地盤及び建屋三次元 FEMモデルによる計算負荷低減のた

め，節点共有の固着条件とした。一方，Model Bでは当該部の非線形性を地盤－建物節点間の

ジョイント要素により考慮する。Fig. 5-4 (A)にジョイント要素による地盤－建物境界部のモ

デル化の概要を示す。 

Model Bは，地盤－建物間の節点を三方向のジョイント要素により接続しており，このモデ

ル化によって地下外壁側面の地盤の剥離・滑りによる非線形現象を評価する。Fig. 5-4 (B)にジ

ョイント要素による地下外壁側面の地盤の剥離・滑りの非線形地盤－建物相互作用の応答性

状を示す。 

 ソリッド要素を用いて作成される非線形三次元 FEM モデルで地盤－建物境界部の剥離・滑

り挙動を再現するため，本検討では，法線方向の圧縮剛性は極めて高いが引張剛性は 0 であ

るジョイント要素を使用する。Fig. 5-4 (C)にジョイント要素の非線形特性を示す。ジョイント

要素の法線方向の剛性は，十分剛であることが望まれるが，無条件に大きな値とするとスパ

イク状の数値解析的なノイズが発生する可能性がある。 

このため，本検討では，Nakamura et al.5-16)のジョイント要素のモデル化手法を参考に，事前

に法線方向の剛性をパラメータとした感度解析を行い，数値計算上のノイズが小さい値とし

て Novak et.al による方法 5-17)から求まる側面地盤のばね定数の 1000 倍となるよう初期剛性の

設定を行った。Fig. 5-4（D）に Novak et al.による方法から求まる B3Fから 1F までの側面地

盤のばね定数を示す。 

ジョイント要素の初期剛性は，Fig. 5-4 (D)に示すばね定数に 1000倍を乗じた値をジョイン

ト要素の支配面積に応じて配分する。ジョイント要素の初期応力の設定には，自重解析より

算定した側面地盤の静止土圧による初期応力を用いた。せん断方向の動摩擦係数 μdは，東京

電力 HD5-18)及び藪内ら 5-19)を参考に地下外壁側面に介在する防水層を考慮した値として μd = 

0.35 とした。なお，Model A及びModel Bの相互作用は，4章と同様，一体解法により考慮し

た。 
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Fig. 5-4 Depiction of soil-structure interaction model. 5-8) (A) Joint elements at soil-structure interface. 
(B) Response characteristics of nonlinear SSI of the separation and sliding of soil from sidewalls by 

joint elements. (C) Nonlinear properties of joint elements. (D) Spring constants of side soil from B3F 
to 1F level obtained from the method by Novak et al. 5-17) 
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5.4 2007年新潟県中越沖地震の観測記録を用いた地震動の入力方法 

入力地震動は，水平 2方向及び鉛直方向の 3方向同時入力とし，2007 年新潟県中越沖地震

の本震時に建屋で観測された波形から地盤モデル下端に入力する波形を作成した。このとき，

建屋近傍地盤で観測記録が得られていないため，土方ら 5-10)の研究を参考に B3F の基礎版上

で得られた観測記録のはぎとり波に対し，三次元 FEM モデルの応答波形と観測記録が一致す

るよう地盤モデル下端に入力する 3 方向の入力波を算定した。すなわち，Fig. 5-2 (B)に示す

地盤モデル下端で 3 方向の入力波形を仮定し，時刻歴応答解析を行い基礎版上での観測記録

と解析結果の加速度時刻歴波形と応答スペクトルで適合するよう 3 方向の伝達関数を使い，

繰り返し計算により地盤モデル下端の入力波形を評価した。 

  



－98－ 等価線形化手法に基づく原子炉建屋の三次元 FEM 動的耐震解析法に関する研究 

 

 

5.5  2007年新潟県中越沖地震時の原子炉建屋の応答性状 

5.5.1 固有値及び固有モード 

5.3節に示す建屋モデルの妥当性確認として，このモデルの基礎位置を固定し，初期剛性に

基づく固有値解析を行った。Fig. 5-5 (A)に基礎固定時の建屋モデルの固有振動数を，Fig. 5-5 

(B)に同モデルの一次の固有モード図を示す。Fig. 5-5 (A)には，参考値として KARISMAベン

チマーク解析の基礎固定時の固有振動数及び有効質量比の平均値を示す。 

解析で得られた固有振動数及び有効質量比は，IAEA による KARISMA ベンチマーク解析

参加者から提出された平均値に対して若干の差異が見られるものの，NS，EW 方向ともに一

次モードの応答は概ね一致している。一方，UD方向については，両者の差がやや大きい。こ

れは，建屋モデルでは，RF と CF の床スラブが連成する面外方向の応答を一次モードとして

捉えているのに対し（Fig. 5-5参照），IAEA5-5)の平均値は RFの床スラブ単独の応答を一次モ

ードとして捉えているためと考えられる。 

なお，Fig. 5-5に示す固有値解析結果と 4章に示す固有値解析結果との間で若干の差異が存

在する。これは，5.3.1項で述べたとおり，屋根スラブとトラス部の接合条件等を 4章のモデ

ル化から変更したためである。この RFのモデル化は，Fig. 5-5に示すとおり，IAEA5-5)の参加

者間でもばらついている。このため，UD方向の固有振動数は，参考程度に比較することに留

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5-5 Eigenvalue analyses results for fixed-base model. 5-8) (A) Fundamental frequency and modal 
participating mass ratios. (B) Fundamental vibration mode shapes.  
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5.5.2 観測記録と非線形応答の比較 

本項では，Fig. 5-2 (B)の地震応答解析モデルを用いて，観測記録に基づく地盤－建物相互作

用解析を行い，本章で使用する解析手法及び解析モデルの解析精度を明らかにする。さらに，

剥離・滑りを非考慮とした Model Aと剥離・滑りを考慮としたModel Bを比較し，地下外壁

側面の地盤の剥離・滑りが 3F観測点付近の建屋の水平応答に与える影響を明らかにする。 

 本検討では，Fig. 5-1 (A)に示す地震計設置位置近傍の節点の出力値を観測記録との比較に

用いる応答値として使用する。Fig. 5-6及び Fig. 5-7に，加速度時刻歴波形及び加速度応答ス

ペクトルの比較を示す。図中の赤の実線は観測記録，黒の破線は Model A，青の一点鎖線は

Model B による結果を表す。本検討では，地盤モデル下端の入力波形を B3F の基礎版上での

観測記録と適合するように繰り返し計算を行っているため，基礎版上での観測記録と各モデ

ルの応答波形は概ね一致する。 

 まず，加速度時刻歴波形の応答性状を示す。Fig. 5-6 (A) (B)は B3F及び 3Fの加速度時刻歴

波形の比較である。なお，図中の数字は観測記録，Model A 及び Model B それぞれの最大応

答加速度を示す。加速度時刻歴波形及び最大応答加速度は，いずれのモデルにおいても，3F

の観測点付近の応答と観測記録が良く対応する傾向が見られ，剥離・滑りを考慮したことに

よる影響は小さいことがわかる。 

 次に，加速度応答スペクトルの応答性状を示す。Fig. 5-7 (A) (B)は B3F及び 3Fの加速度応

答スペクトルの比較である。加速度応答スペクトルは，いずれのモデルにおいても，3Fの観

測点付近の卓越周期近傍（NS：0.4 秒付近，EW：0.3秒付近）の応答波形が観測記録を若干下

回るものの概ね観測記録と良く対応する傾向が見られ，剥離・滑りを考慮したことによる影

響は小さいことがわかる。なお，この 3F観測点の水平方向の加速度応答スペクトルの応答性

状は，既往の 2007 年新潟県中越沖地震の柏崎刈羽原子力発電所 7号機原子炉建屋を対象とし

た KARISMAベンチマーク解析の Phase Ⅱ Best estimate analysisの地盤－建物相互作用解析と

比較しても非常に良く対応した結果である。 

以上の結果より，水平方向の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルは，Model A及び

Model Bのいずれのモデルにおいても 3F観測記録と良く対応する傾向が見られ，剥離・滑り

を考慮したことによる顕著な応答の差は見られなかった。このことから，地下外壁側面から

の地盤の剥離・滑りが 3F観測点付近の水平方向の応答に与える影響は，本研究で対象とした

2007 年新潟県中越沖地震及び解析条件においては，限定的なものであったと考えられる。 
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Fig. 5-6 Comparison of acceleration time histories at (A) 7-R2 on B3F and (B) 7-R1 on 3F 5-8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5-7 Comparison of acceleration response spectra at (A) 7-R2 on B3F and (B) 7-R1 on 3F 5-8) 

  



第 5 章 原子炉建屋の剥離・滑りを考慮した三次元 FEM 地盤－建物相互作用解析 －101－  

 

 

5.5.3 地下外壁側面の剥離・滑りが建屋及び土圧の局部的な応答性状に与える影響 

ここでは，2007年新潟県中越沖地震本震時の地下外壁側面の地盤の剥離・滑りが最大応答

加速度，建屋側面及び底面の土圧性状の局部的な応答に与える影響を明らかにする。 

(1)  外壁及び床上の最大応答加速度 

Fig. 5-8 (A)及び Fig. 5-8 (B)に，それぞれ 3方向同時入力した Model A，Model Bの NS方向

及び EW 方向の最大応答加速度コンターを示す。図中のコンターは，応答の大きかった北側

の外壁及び西側の外壁の節点ごとの最大応答加速度を示す。Fig. 5-8より，最大応答加速度は，

埋め込み部を境界に上部構造で応答値が大きくなる傾向があり，同一の壁内部でも要素ごと

の最大応答値に差が見られ，各階の中央付近や開口付近で面外方向の応答が大きくなること

がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5-8 Maximum acceleration contours in (A) NS direction for line R7 external walls (north) and (B) 
EW direction for line RA external walls (west) 5-8) 

 Model A と Model B を比較すると，北側外壁の地下部及び西側外壁の 1F 付近を除き，剥

離・滑りを考慮したことによる最大応答加速度の差異は小さいことがわかる。一方，北側外

壁の地下部及び西側外壁の 1F付近では，剥離・滑りを考慮したことによる局所的な最大応答

加速度の差異が見られる。これら差異は，北側外壁地下部では応答の低減を表しているもの

の，西側外壁の 1F端部では局部的な応答の増大を示している。この 1F端部の応答の増大は，

表層地盤の剥離・滑りの影響を受けているものと考えられ，建屋の応答に局部的な影響を及

ぼす可能性がある。このため，1Fの最大応答加速度コンターより，この影響を確認する。 
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Fig. 5-9 Maximum acceleration contours in EW direction for 1F 5-8) 

 Fig. 5-9 に 1Fの EW方向の最大応答加速度コンターを示す。1Fの外壁周り，特に西側の端

部（R1 側及び R7 側）で局部的に最大応答加速度の差異が大きいことがわかる。また，この

差異は，西側だけではなく東側の地盤－建物境界部でも見られる。 

西側と東側の最大応答加速度に剥離・滑りの影響が現れた理由として，後述する基礎版端

部東側で生じる基礎浮き上がりの影響が考えられる。すなわち，Model Bで考慮した地下外壁

側面の地盤の剥離・滑りが建屋の埋め込み効果を低下させ，建屋全体の UD 方向の浮き上が

り，基礎版端部東側の基礎浮き上がり挙動の増大を引き起こしているものと考えられる。 

このため，Model Bの 1F西側端部と周辺地盤との間に地盤の剥離・再接触に伴う接触力が

作用し，最大応答加速度の局部的な増大が現れたものと考えられる。 

(2)  地下外壁側面に作用する土圧 

Fig. 5-10 に，それぞれ建屋側面に作用する最大引張時の側面土圧を示す。図中の破線は 

Model A，実線はModel B を表し，それぞれ水平方向にモデル化された各有限要素の側面土圧

の平均を高さ方向に直線で結んでいる。Fig. 5-10 の側面土圧は，地下外壁側面に作用する圧

縮側（負側）の静止土圧に引張側（正側）の動土圧を加えて求めた。よって，これら図中の側

面土圧は，地盤－建物境界部を固着とした Model A においては，正になると引張りが生じ，

地下外壁側面の地盤で剥離・滑り現象が発生している可能性があることを示している。一方，

地盤－建物境界部にジョイント要素を接続した Model B においては，引張時に剥離や滑り現

象を表す 0を示す。 

 Fig. 5-10 より，地盤表層の砂層で最大引張時の側面土圧が 0 以下となっていることから，

これら領域で剥離・滑りが生じていることがわかる。また，東側の地下外壁では，砂層より

以深の西山層でも側面土圧が 0 以下となっており，砂層以外の地層でも局所的に剥離・滑り

が発生しているものと考えられる。 
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Model Aと Model Bを比較すると，剥離・滑りを考慮したことにより，側面土圧の分布性状

に差異が見られる。特に，東面の安田層から西山層の上部に掛けてやや大きな差が見られ，

剥離・滑りの影響が確認できる。このような土圧性状の違いは，既に述べた地下外壁側面の

地盤の剥離・滑りによる建屋の埋め込み効果の低下及び後述する基礎版端部東側の基礎浮き

上がりの増大が影響を及ぼしているものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5-10 Soil pressure characteristics at time of maximum tension acting on sidewalls 5-8) 

(3)  基礎版底面に作用する土圧 

Fig. 5-11 に基礎版に作用する最大引張時の底面土圧の土圧性状を示す。図中の破線は 

Model A，実線はModel B を表し，NS方向及び EW 方向の主要な通り芯に作用する最大引張

時の底面土圧を別々の記号で水平方向に直線で結んでいる。底面土圧の最大値分布は，基礎

版に作用する圧縮側（負側）の自重圧に引張側（正側）の動土圧の最大値を加えて求めた。す

なわち，これら図中の底面土圧は，正になると引張りが生じ，基礎版－底面地盤間で基礎浮

き上がり現象が発生していることを示している。 

 Fig. 5-11より，Model Aにおいて底面土圧は主要な通り芯全域で圧縮側にあり，基礎浮き上

がりの可能性は小さいことがわかる。また，Model Aの底面土圧の分布形状は，基礎版中央部

分の土圧が相対的に小さく端部に近づくにつれて値が大きくなる剛版分布に対応しているこ

とがわかる。 



－104－ 等価線形化手法に基づく原子炉建屋の三次元 FEM 動的耐震解析法に関する研究 

 

 

一方で，Model Bの底面土圧は主要な通り芯で概ね圧縮側にあるものの，Model Aと比較し

て引張側に底面土圧が分布しており，全体として UD 方向にやや浮き上がっている。また，

EW 断面の端部で基礎浮き上がりを示す引張側の数値が見られる。このような土圧性状の違

いは，特に基礎版東面の端部で顕著に見られることから，Model Bにおいては，東側端部で基

礎浮き上がりが生じているものと考えられる。しかしながら，基礎版中央部分の土圧性状に

Model A との大きな差異が見られないことから，基礎浮き上がりが底面土圧に与えた影響は

局部的であったものと考えられる。 

以上の検討結果より，地震観測記録に基づく剥離・滑りの有無をパラメータとした解析結

果の比較から，地下外壁側面の地盤の剥離・滑りが建屋の埋め込み効果の低下を引き起こし，

その低下が建屋全体の UD 方向の浮き上がり及び基礎版端部東側の基礎浮き上がり挙動の増

大へと繋がることで，基礎版底面の土圧性状や地下外壁側面の土圧性状及び最大応答加速度

に局部的な応答の差異となって現れることを明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5-11 Soil pressure characteristics at time of maximum tension acting beneath foundation 5-8) 
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5.6  まとめ 

本章では，地下外壁側面の地盤の剥離・滑りによる非線形挙動が原子炉建屋の応答に与え

る影響を非線形三次元 FEM モデルにより精度良く評価することを目的に，柏崎刈羽原子力発

電所 7号機原子炉建屋の実地盤及び実建屋，2007 年新潟県中越沖地震時の観測記録に基づく

基礎的な地盤－建物相互作用解析を行った。本検討より得られた成果を以下に示す。 

 

(1) シミュレーション解析結果と観測記録の比較 

地盤モデル下端の入力波形を B3Fの基礎版上で観測記録と適合するよう繰り返し計算で求

めた。その結果，3F観測点の水平方向の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルは実際

の観測記録と比較して良く対応する関係が確認された。このことから，本章で使用した解析

手法及び解析モデルは，2007年新潟県中越沖地震の本震に対して概ね良好にその現象を再現

できる解析精度を有しているものと考えられる。 

剥離・滑りを考慮したModel Bでは，剥離・滑りを非考慮としたModel Aと比較して，NS

方向の 0.1秒付近の低周期域に若干の差が見られるものの，剥離・滑りの有無による加速度応

答スペクトルへの影響はほとんど見られなかった。このことから，2007年新潟県中越沖地震

時の地下外壁側面の地盤の剥離・滑りが 3F観測点付近の水平方向の機器設備の応答評価に与

えた影響は小さかったものと考えられる。 

3F 観測点の水平方向の加速度応答スペクトルの応答性状は，既往の 2007 年新潟県中越沖

地震の柏崎刈羽原子力発電所 7 号機原子炉建屋を対象とした KARISMA ベンチマーク解析の

Phase Ⅱ Best estimate analysis の地盤－建物相互作用解析と比べ非常に良く対応した結果であ

った。 

 

(2) 地下外壁側面の地盤の剥離・滑りが建屋及び土圧の局部的な応答に与える影響 

剥離・滑りの有無による最大応答加速度への影響は，北側外壁の地下部及び西側外壁の 1F

付近を除きほとんど見られなかった。北側外壁地下部の最大応答加速度は剥離・滑りの影響

により低減する傾向にあったものの，1F では，最大応答加速度の局部的な増大が見られた。

これは，建屋の埋め込み効果が地下外壁側面の地盤の剥離・滑りにより低下した影響と考え

られ，その低下が建屋全体の UD 方向の浮き上がり及び基礎版東面端部の基礎浮き上がりの

増大を引き起こし，1Fの最大応答加速度の増大として現れたものと考えられる。 

建屋の側面土圧の分布性状は，剥離・滑りを考慮することで，東西南北の全ての側面に均

等に影響を与えるのではなく，東側の側面土圧に集中して影響を与えることがわかった。こ

れは，基礎浮き上がりの増大が必ずしも各面で均等に生じずに基礎版東面の端部で局部的に

生じているためと考えられ，この局部的な基礎浮き上がりが建屋東側の側面土圧の増大を引

き起こしているものと考えられる。 

建屋の底面土圧の分布性状は，剥離・滑りを考慮したことにより全体として UD 方向にや

や浮き上がる傾向が見られた。その影響は，基礎版中央において限定的であるものの，基礎
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版端部で明確な差異として現れ，EW 方向で基礎浮き上がりを示す引張側の底面土圧が確認

された。これら差異は，特に基礎版東面の端部で大きく，側面土圧の分布性状や最大応答加

速度の差異に大きな影響を及ぼしているものと考えられる。 

 

今回の検討においては，地下外壁側面の地盤の剥離・ 滑りが最大応答加速度，地下外壁側

面及び基礎版底面の土圧性状に与える影響は比較的小さかった。しかし，今後，さらに大き

な地震動が想定される場合には，剥離・滑りによる建屋の埋め込み効果のさらなる低下が予

想される。この建屋の埋め込み効果の低下は，建屋全体の UD 方向の浮き上がり及び基礎浮

き上がりの増大を引き起こすため，これら大地震を想定した非線形三次元 FEM 解析において

は，地盤の非線形性だけではなく剥離・滑りの影響も考慮した地盤－建物境界部の応答評価

が必要になる。 

なお，2007 年新潟県中越沖地震の観測記録を上回る強震記録及びそれを経験した原子力発

電所の実地盤や実建屋の情報は，現時点において一般に公開されていない。今後，これら情

報が一般に公開された場合には，このような大地震を対象とした非線形解析から，剥離・滑

りが三次元 FEM モデルの地盤－建物相互作用解析に与える影響を定量的に把握することが

期待される。 

また，本検討では，地盤の非線形性を地盤の等価線形解析による等価剛性及び等価減衰に

より近似的に考慮しているため，地盤沈下等の地盤の非線形性を十分に考慮した非線形三次

元 FEM 解析とはなっていない。同様に，地盤の非線形性が剥離・滑りに与える影響及び剥離・

滑りが地盤の非線形性に与える影響を相互に評価したより詳細な非線形解析が実施されるこ

とが期待される。加えて，本章で扱う地下外壁側面の地盤の剥離・滑りによる地盤－建物境

界部の非線形性はジョイント要素のみによる検討であり，将来的には計算負荷低減や実務へ

の適用の観点から，等価線形化による近似化を図る必要があるものと考えられる。これにつ

いては，今後の検討課題としたい。 

  



第 5 章 原子炉建屋の剥離・滑りを考慮した三次元 FEM 地盤－建物相互作用解析 －107－  

 

 

5章の参考文献 

5-1) Ghiocel, D., Todorovski, L.: Fast Nonlinear Seismic Soil-Structure Interaction (SSI) Analysis of 

Nuclear Shear Wall Concrete Structures Subjected to Review Level Earthquake, Transaction of 

the 22th International Conference on Structural Mechanics in Reactor Technology, 2013.8 

5-2) Ghiocel, D.: Nonlinear Seismic Soil-Structure (SSI) Analysis Using an Efficient Complex 

Frequency Approach, Second European Conference on Earthquake Engineering and Seismology, 

2014.8 

5-3) Ghiocel, D.: Fast Nonlinear Seismic SSI Analysis Using a Hybrid Time-Complex Frequency 

Approach Frequency Approach for Low-Rise Nuclear Concrete Shearwall Buildings, Transaction 

of the 23th International Conference on Structural Mechanics in Reactor Technology, 2015.8 

5-4) Ghiocel, D., Jang, Y. and Lee, I.: Fast Nonlinear Seismic SSI Analysis of Low-Rise Concrete 

Shear Wall Buildings for Design-Level (DBE) and Beyond Design-Level (BDBE), Transaction 

of the 24th International Conference on Structural Mechanics in Reactor Technology, 2017.8 

5-5) IAEA: Review of Seismic Evaluation Methodologies for Nuclear Power Plants Based on a 

Benchmark Exercise, IAEA TECDOC No. 1722, IAEA, Vienna, 2013.11 

5-6) 日本電気協会：原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2015, 日本電気協会, 2017 

5-7) 市原義孝，森谷寛，小林恒一，山﨑宏晃，大橋守人：原子炉施設の建屋三次元地震時挙

動の精緻な推定に資する影響因子の分析とそのモデル化に関する検討，NRA技術報告，

No. NTEC-2021-4002，原子力規制員会，2021.3 

5-8) Ichihara, Y.,, Nakamura, N., Moritani H., Choi, B. and Nishida, A.: 3D FEM Soil-Structure 

Interaction Analysis for Kashiwazaki-Kariwa Nuclear Power Plant Considering Soil Separation 

and Sliding, Frontiers in Built Environment, Frontiers Media S.A., Volume 7, 2021.6, 

https://doi.org/10.3389/fbuil.2021.676408 

5-9) ITOCHU Techno-Solutions Corporation: FINAS/STAR Version 2015r170210 User Manual, 

ITOCHU Techno-Solutions Corporation, Tokyo, Japan, 2017 

5-10) 土方勝一郎，菊池利喜郎，貫井泰，今村晃，柳下文雄，間瀬辰也，吉田洋之，吉田一博，

古山田耕司，塩見忠彦：新潟県中越沖地震における地盤非線形性に着目した柏崎刈羽原

子力発電所 7号機原子炉建屋の応答性状，日本建築学会構造系論文集，第 76 巻，第 660

号，pp.319-327，2011.2, https://doi.org/10.3130/aijs.76.319 

5-11) 渡辺浩二，菊池利喜郎，米田玄次，本橋啓一，鈴木篤：中越沖地震による柏崎刈羽原子

力発電所原子炉建屋のシミュレーション解析(その 3) 7 号機原子炉建屋の解析結果，日

本建築学会大会学術講演梗概集，pp.1023-1024，2008.9 

5-12) IAEA: Guidance Document PART 1: K-K Unit 7 R/B Structure - Phase I, II and III, IAEA, Vienna., 

2012 



－108－ 等価線形化手法に基づく原子炉建屋の三次元 FEM 動的耐震解析法に関する研究 

 

 

5-13) Bolisetti, C., Whittaker, A. S., and Coleman, J. L.: Linear and Nonlinear Soil-Structure Interaction 

Analysis of Buildings and Safety-Related Nuclear Structures, Soil Dynamics and Earthquake 

Engineering, 107, pp.218-233, 2018 

5-14) Gatti, F. Touhami, S., Lopez-Caballero, F., Paolucci, R., Clouteau, D., Alves Fernandes, V., : 

Broad-Band 3-D Earthquake Simulation at Nuclear Site by an All-Embracing Source-to-Structure 

Approach, Soil Dynamics and Earthquake Engineering 115, pp.263–280, 2018 

5-15) Schnabel, B., Lysmer, J and Seed, H. B: SHAKE-A Computer Program for Earthquake Response 

Analysis of Horizontally Layered Sites, Report No. EERC72-12, EERC, 1972 

5-16) Nakamura N., Ino, S., Kurimoto, O. and Miake, M.: An estimation method for basemat uplift 

behavior of nuclear power plant buildings, Nuclear Engineering and Design 237, pp.1275-1287, 

2007, https://doi.org/10.1016/j.nucengdes.2006.10.010 

5-17) Novak, M., Aboul-Ella, F., and Nogami, T.: Dynamic Soil Structure Stiffness of Embedded 

Reactor Building, Transaction of the 9th International Conference on Structural Mechanics in 

Reactor Technology, 1987, https://doi:10.1061/JMCEA3.0002392 

5-18) 東京電力 HD株式会社：柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉 基準地震動の策定につ

いて，第 404回（第 151回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合と合同）

原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合，資料 4-3-1，2016， 

5-19) 藪内 耕一，高橋容之，大河内靖雄，石川慎也，岩島夏哉：側面摩擦を考慮した埋め込み

建屋の応答に関する解析的検討，日本建築学会大会学術講演梗概集，pp.1163-1164，

2019.7 

 

 

 

  



第 6 章 結論 －109－  

 

 

 

第6章 結論 
 
 
 

6.1 各章の概要 

本研究では，地震時の原子炉建屋の三次元挙動評価における建屋及び内包する耐震重要設

備の精度向上を目的に，基準地震動 Ss
6-1)を含む幅広い入力地震動レベルを対象に地盤－建物

連成系の三次元 FEM モデルによる動的耐震解析法の提案に向けた基礎的な知見の蓄積を行

った。さらに，地盤及び建屋の非線形性については，地盤－建物連成系の建屋が塑性化する

関係を概略的かつ合理的な形で三次元 FEM モデルに組み込むことが可能な等価線形化手法

に着目し，既往の試験結果，実観測記録，非線形解析結果との比較からその適用性を論じた。 

本研究で得られた知見を各章ごとに以下に示す。 

 

1章では，本研究の概要として，研究の背景，研究の目的及び本論文の構成を示した。また，

原子炉建屋の動的耐震解析手法としてこれまでの設計体系の変遷を示すとともに，国内外の

規基準の比較から，基準地震動 Ssを含む幅広い入力地震動に対して等価線形化手法による三

次元 FEM地盤－建物相互作用解析が有効になり得る可能性を述べた。 

 

2章では，等価線形化手法に基づく原子炉建屋の三次元 FEM 動的耐震解析法に関して，地

盤の非線形，建屋の非線形，地盤－建物境界部の非線形性に着目した既往研究の調査を行う

とともに，同手法に関する基礎的な知見の拡充及び考察を行った。 

その結果，SHAKE6-2)に代表される地盤の等価線形解析については，既にその手法は概ね確

立されており，発電用原子炉施設の建物・構築物の耐震設計を定めた JEAC46016-1)において

も，同手法の適用範囲が明確に定められていることを確認した。 

一方で，建屋の非線形性及び地盤－建物境界部の非線形性については，RC造耐震壁の試験

結果や実サイトの強震記録等の実データもしくは原子炉建屋等の地盤－建物相互作用の影響

が無視できない複雑な構造物を対象とした非線形解析結果との照合を通した検証等，等価線

形化手法の適用性に係る基礎的な検討の実施が強く望まれることを示した。 

 

3章では，Ghiocel et al.6-3), 6-4), 6-5), 6-6)が提案する RCの等価線形化手法の RC造耐震壁に対す

る基礎的な適用性検討として，OECD/NEAによる NUPEC振動台試験 6-7)を対象に，弾性から

終局に至るまでの試験結果（RUN1 から RUN5）に対する非線形及び等価線形三次元 FEMに
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よるシミュレーション解析を行い，同試験結果との比較から当該手法の解析精度について考

察を行った。 

その結果，NLモデルによる非線形解析は，既往のシミュレーション解析結果 6-8), 6-9), 6-10), 6-11)

と同程度の精度で最大応答加速度及び最大応答変位を再現できるとともに，RUN1から RUN5

までの弾性から終局に至るまで（せん断ひずみ度 γ = 4.0×10-3）の卓越振動数，最大応答加速

度及び最大応答変位の試験結果と良く一致することを確認した。 

また，EQ モデルによる等価線形解析は，RC 造耐震壁の復元力特性に JEAG4601 の骨格曲

線 6-12)，履歴曲線に CMS モデル 6-13)を用い，せん断ひずみ度調整係数に 0.7 を採用すること

で，RUN4（せん断ひずみ度 γ = 2.0×10-3）までの卓越振動数，応答加速度及び応答変位の波形

形状，慣性力－変位関係，加速度応答スペクトルにおいて，NLモデルと同等の試験結果を再

現できることを明らかにした。 

一方で，終局時である RUN5 については，試験結果に含まれる破壊直前の急激な応答特性

の変化に伴う変位の増大までは再現できず，NLモデルよりも応答変位が過小評価となること

を示した。 

 

4章では，3章で述べた RCの等価線形化手法の原子炉施設に対する基礎的な適用性検討と

して，IAEA による KARISMA ベンチマーク解析 6-14)で対象となった柏崎刈羽原子力発電所 7

号機原子炉建屋に着目し，ある理想的な地盤条件下（Vs = 880 m/s の一様地盤）での基準地震

動 Ss 相当の地震動による地盤－建物連成系の非線形及び等価線形三次元 FEM 解析から，当

該手法の解析精度について比較検討及び考察を行った。 

その結果，EQモデルによる等価線形解析は，ひずみレベルの増大に伴い，塑性化の程度の

大きい上層階の壁の最大せん断ひずみ度で NL モデルによる非線形解析と概ね同等もしくは

それより大きい，保守的な最大せん断ひずみ度となることを明らかにした。同様に，最大せ

ん断応力度に対しても，建屋の塑性化が進む範囲で NL モデルと同等もしくはそれを上回る

より大きな結果が得られることを示した。 

外壁の最大加速度及び最大応答変位については，一部局部的に塑性化が進む CF 上部の加

速度で NL モデルを下回る傾向が見られるものの，全体的に NL モデルの分布形状を良く捉

えられた結果が得られることを明らかにした。 

また，4F及び RF東西南北の壁中央の床上の加速度応答スペクトルについても，NLモデル

と EQ モデルの間でせん断ひびわれの影響と見られる短周期側の形状の差異が見られるもの

の，主要なピークやその幅，振幅等で NLモデルと良好な対応関係にあることを示した。 

 

5章では，地下外壁側面の地盤の剥離・滑りによる非線形挙動が原子炉建屋の応答に与える

影響に着目し，4 章と同様，柏崎刈羽原子力発電所 7号機原子炉建屋を対象に，実地盤，実建

屋及び実観測記録による剥離・滑りの有無をパラメータとした地盤－建物連成系の線形及び

非線形三次元 FEM 解析を行い，同現象が建屋応答に与える影響について基礎的な検討及び考

察を行った。 
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その結果，地盤モデル下端の入力波形を B3Fの基礎版上の観測記録と適合するよう繰り返

し計算を行うことで，3F観測点の水平方向の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルは

実際の観測記録と比較して良好な対応関係を示すことを確認した。 

また，地下外壁側面の地盤の剥離・滑りの有無による最大応答加速度への影響は，北側外

壁の地下部及び西側外壁の 1F付近を除きその影響がほぼ見られないことを示した。 

一方で，建屋の側面土圧の分布性状は，剥離・滑りを考慮することで，同現象が東西南北

の全ての側面に影響を与えるわけではなく，局部的な基礎浮き上がりの影響により東側の側

面土圧に集中的に応答の差異となって現れることを明らかにした。 

同様に，建屋の底面土圧性状についても，剥離・滑りを考慮したことにより全体として UD

方向にやや浮き上がる傾向が見られ，特に EW 方向の基礎版端部で底面土圧の明確な差異と

基礎浮き上がりが生じることを明らかにした。 
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6.2 本研究で得られた成果 

以上のように，本研究では，建屋の非線形性，地盤－建物境界部の非線形性に着目し，既

往の RC造耐震壁に対する試験結果，IAEAの KARISMAベンチマーク解析，実サイトの観測

記録を活用した地盤－建物連成系の三次元 FEM モデルによる動的耐震解析法の提案に資す

る基礎的な検討結果を提示した。 

これら 1章から 5章の知見に基づき得られた本研究の結論を以下に示す。 

 

3章及び 4章で対象とした RCの等価線形化手法について，非線形及び等価線形三次元 FEM

解析による解析結果及び試験結果との比較から，RC造耐震壁単独での評価においては，RUN4

（せん断ひずみ度 γ = 2.0×10-3程度）までの非線形域に対して，RC 構成則による精緻な非線

形解析と概ね同等，もしくは最大せん断ひずみ度の評価においてより保守的な結果が得られ

ることを明らかにした。また，ある理想的な地盤条件下での地盤－建物連成系の原子炉建屋

の非線形挙動においても，基準地震動 Ss相当の地震動に対して同様の知見が得られることを

明らかにした。 

原子炉施設建屋の耐震安全性評価では，基準地震動 Ssに対する検討として RC 造耐震壁に

対し γ = 2.0×10-3 以下の許容限界が定められており 6-1)，3 章及び 4 章に示す解析精度があれ

ば，本手法は十分有用であるといえる。 

5 章で対象とした地下外壁側面の地盤の剥離・滑りによる地盤－建物境界部の非線形性に

ついて，今回検討で用いた条件においては，同現象が原子炉建屋の最大応答加速度，地下外

壁側面及び基礎版底面の土圧性状に与える影響は比較的小さかった。 

しかし，今後，さらに大きな地震動が想定される場合には，剥離・滑りによる建屋の埋め

込み効果のさらなる低下が予想される。この建屋の埋め込み効果の低下は，建屋全体の UD方

向の浮き上がり及び基礎浮き上がりの増大を引き起こすため，これら大地震を想定した非線

形三次元 FEM 解析においては，地盤の非線形性だけではなく剥離・滑りの影響も考慮した応

答評価が必要になる。 
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6.3 今後の課題 

上述のとおり，3 章及び 4 章で示した RC の等価線形解析手法は，基準地震動 Ss相当の実

建屋を対象とした応答で非線形応答と概ね同等もしくはそれよりも大きい解析結果が期待で

きるものの，現状，以下のような課題があるものと考えられる。 

 本研究における等価剛性及び等価減衰の設定は，JEAG4601 の骨格曲線，CMS モデルに

依存しているため，地盤の等価線形解析で見られる任意のひずみ依存特性に対応した評

価となっていない。 

 非線形せん断パネルによる等価剛性及び等価減衰の評価は，外壁や内壁，補助壁等の主

要な耐震要素のみを対象としており，同手法を円筒状の RCCV や基礎版等の面材，柱や

梁等のフレーム材に拡張する際は，将来的にさらなる追加の検証が必要である。 

 地盤の非線形解析では，等価線形解析の適用範囲として支持地盤の剛性低下率の平均値

で 0.7の下限値 6-1)が示されているものの，RCの等価線形解析においては同様の下限値が

示されていない。 

 本研究の 3 章及び 4 章で一応の適用範囲を示したものの，等価線形解析の条件設定や複

雑な地盤構成の影響を考慮したより定量的な検討が必要である。 

 

同様に，5章で対象とした地下外壁側面の地盤の剥離・滑りによる地盤－建物境界部の非線

形性についても，現状，以下に示す課題があるものと考えられる。 

 本研究における地盤の非線形性は，地盤の等価線形解析による等価剛性及び等価減衰に

より近似的に考慮しているため，地盤沈下等の地盤の非線形性を十分に反映した非線形

三次元 FEM 解析とはなっていない。 

 地盤の非線形性及び地盤－建物境界部の非線形性は相互に影響し合うものと考えられ，

地盤の剥離・滑りが建屋応答に与える影響を精緻に把握する上ではこれら影響を加味し

たより詳細な非線形三次元 FEM 解析が必要である。 

 本研究で扱った地下外壁側面の地盤の剥離・滑りによる地盤－建物境界部の非線形性は

ジョイント要素のみによる検討であり，将来的には計算負荷低減や実務への適用の観点

から，等価線形化による近似化を図る必要がある。 

 

以上，本研究では，建屋の非線形性，地盤－建物境界部の非線形性に関し，等価線形化手

法の原子炉施設への適用性及び地下外壁側面の剥離・滑りの建屋応答への影響評価に係る基

礎的な検討を実施した。 

一方で，本研究は，等価線形解析及び非線形解析に関する条件設定が限定的であり，限ら

れた入力地震動及び地盤条件での基礎的な検討であることから，1 つの知見として捉えるこ

とはできるものの，原子炉建屋等の実建屋に適用するためには，より複雑な地盤の影響を考

慮した十分な知見の蓄積が必要であると考える。これについては，今後の課題としたい。 
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